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序     文 

 

 

独立行政法人国際協力機構は、エチオピア連邦民主共和国政府のティグライ州中学校建

設計画にかかる協力準備調査を実施することを決定し、同調査を株式会社毛利建築設計事

務所に委託しました。 

 

調査団は平成 28 年 3 月から平成 29 年 1 月までエチオピアの政府関係者と協議を行うと

ともに、計画対象地域における現地調査を実施し、帰国後の国内作業を経て、ここに本報

告書完成の運びとなりました。 

 

この報告書が、本計画の推進に寄与するとともに、両国の友好親善の一層の発展に役立

つことを願うものです。 

 

終わりに、調査にご協力とご支援をいただいた関係各位に対し、心より感謝申し上げま

す。 

 

平成 29 年 2 月 

 

独立行政法人国際協力機構 

                    人間開発部 

                            部長 熊谷 晃子     
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要  約 

 

１．国の概要 

エチオピア連邦民主共和国（以下「エ」国という。）は、国土面積約 109.7 万平方キロメ

ートルに人口約 9,939 万人（2015 年、世界銀行）を有する。東をソマリア、西をスーダン、

南をケニア、北をエリトリア、さらに北東をジブチと国境を接し、それら 5 か国に囲まれ

た内陸国である。国土の大部分がエチオピア高原を中心とする高地であり、標高 1,500 メ

ートルから 4,000 メートルを超える高山帯が広がっている。熱帯に位置するが、気候は標

高によって異なる。首都アジスアベバは標高約 2,400 メートルで、平均気温は摂氏 16 度で

ある。気候は雨季と乾季に大別され、前者はさらに 1月から 4月までの小雨季と、6月から

9月までの大雨季に二分される。 

「エ」国の一人当たりの GNI（国民総所得）は 619 米ドル（2015 年、世界銀行）と最貧

国の水準にとどまっている。主要輸出品はコーヒー、チャット、金、革製品、油糧種子で

あり、国際市況や天候に影響を受けやすい環境にある。 

 

２．プロジェクトの背景、経緯及び概要 

「エ」国政府は、国家開発計画「成長と移行計画」(GTP: Growth and Transformation Plan 

(2010/11～2014/15))において、経済産業構造を農業中心から工業へ移行するというビジョ

ンを掲げており、その目的の達成に向け競争力の高い産業人材育成に焦点を当てた教育政

策を実施した。また、引き続いて作成された GTPⅡ(2015/16-2019/20)では、安定したマク

ロ経済、迅速な工業化と構造改革によって平均実質 GDP 成長率 11％を実現し、2025 年まで

に中所得国の仲間入りをすることを目指している。そのための戦略として、人的資源開発

の分野では、経済成長を加速し持続させるための技能と競争力を兼ね備えた労働力を生み

出すため、社会開発（教育と保健）へのアクセス拡大と、質の確保を特に強調している。 

具体的な教育セクターにおける計画としては、現在、第 5 次教育セクター開発プログラ

ム(ESDP 5: Education Sector Development Plan V (2015/16～2019/20))が実施されてお

り、平等なアクセス、質の高い教育の提供、知識と科学技術の創造と伝達を通じて社会・

経済・政治・文化の開発に貢献する有能な国民を育てる、等に優先を置いている。質の良

い中等教育への平等なアクセスは、経済が要求する高いレベルの人的資源を支える基礎で

あるとして重視している。 

このような取り組みの結果、エチオピア教育管理情報システム(EMIS）の統計1によれば、

初等教育(G1-8）の総就学率は 2000/01 年度の 57.4%から 2014/15 年度の 102.7%へと改善さ

れた。一方、同期間の中等教育(G9-12)の総就学率は 12.9%から 25.6%と低水準の改善に留

まっている。 

本プロジェクトの対象地域であるティグライ州は、「エ」国内の中でも政策的に工場集積

                             
1 統計数値は、「Education Statistics, EMIS and ICT Directorate, Federal Democratic Government of 

Ethiopia, Ministry of Education」による。 
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が図られている地域であり、大規模なセメント工場や欧米諸国から委託生産を受注してい

る繊維工場がある等、産業開発に尽力している為、産業人材不足が他州と比較してより深

刻となっており、中等教育就学者数の増加は産業開発の観点からも重要となっている。同

州の教育指標は、全国平均値に比べると良い値を示しているが、2014/15 年度の初等教育総

就学率は 111.8%と高水準である一方、中等教育総就学率は 41.62%にとどまっている。 

この原因としては、初等教育修了者の受入先である中等教育施設が不足していることが

挙げられる。2014/15 年度の初等教育（G1-8）を行う施設が 2,068 校であるのに対し、中等

教育（G9-12）を行う施設数は 173 校であり、中等教育施設数は初等教育施設数の約 1/12

に留まっている。その結果、2014/15 年度の総就学率は前期中等教育(G9-10）では 65.9%、

後期中等教育(G11-12)では 16.3%と低くとどまっている。 

このような背景のもと、ティグライ州は、「ティグライ州中学校建設計画（以下、本プロ

ジェクトという）」について、我が国に対して無償資金協力による支援を要請した。 

 

３．調査結果の概要とプロジェクトの内容 

「エ」国政府の要請に基づき、JICA は 2016 年 3 月 28 日～5月 14 日に現地調査Ⅰを実施、

その後、国内解析を経て 2016 年 11 月 13 日～11 月 26 日に概要説明調査を実施した。「エ」

国政府の要請と現地調査及び協議の結果を踏まえ、以下のとおり計画を策定した。 

 

３－１.施設計画 

 

（１）計画対象校の絞込み 

計画対象校は、ティグライ州教育局より最終要請された 13 校から、調査結果に基づき７

校を選定した。なお、7校はすべて新設校（うち 2校は、間借り施設や仮設施設で運営を開

始）であり、うち 5校は中高一貫校（前期・後期中等教育：G9-12）、2校は中学校（前期中

等教育：G9-10）である。 

 

（２）計画内容 

施設整備の内容は、最終要請内容において第一優先とされた普通教室、管理室、実験室、

図書室、記録室・倉庫、コンピューター室、教員室、生徒用トイレ、教員用トイレおよび

各室に必要な家具を整備する。なお、家具以外の教材や機材は計画対象には含まず、「エ」

国側負担によって整備される。計画対象 7校の施設内容は下表のとおり。 
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ID 

No. 

 

サイト名 
普通 
教室 

実験
室 

準備
室 

コンピ
ュータ
ー室 

図書
室 

管理棟 生
徒
用ト
イレ
棟 

教
員
用ト
イレ
棟 

管理
室 

記録室 
・倉庫 

教
員
室 

1 Endamariam Qorar 12 1 3 1 1 1 1 1 2 1 

2 Abraha Weatsbaha 12 1 3 1 1 1 1 1 2 1 

3 Aragure 10 1 3 1 1 1 1 1 2 1 

4 Maimegelta 12 1 3 1 1 1 1 1 2 1 

5 Zengee 12 1 3 1 1 1 1 1 2 1 

7 Korem 10 1 3 1 1 1 1 1 2 1 

8 Abiyi Adi 12 1 3 1 1 1 1 1 2 1 

 合計 80 7 21 7 7 7 7 7 14 7 

 

（３）対象校の規模設定 

本プロジェクトの学校施設が完工してから最初の学校年度にあたる 2019/20 年度を目標

年度とし、目標年度における各対象校の生徒数を算出する。必要教室数の算定においては、

1クラスあたり 40 人、2部制を採用し、学年ごとに各対象校の必要教室数を算出した上で、

教室数の上限を 12 教室として計画規模を設定する。 

 

３－２．教育家具・機材コンポーネント 

必要最小限の家具を整備する。機材は計画に含めない。 

 

３－３．ソフトコンポーネント 

「エ」国では、簡易な施設整備に関しては、PTA が中心となり労務提供や財政支援をする

など、コミュニティの積極的な参画が一般的となっていることから、本プロジェクトで整

備される施設も適切に維持管理されると考えられる。従って、本プロジェクトにおいてソ

フトコンポーネントは実施しない。 

 

４．プロジェクトの工期及び概略事業費 

「エ」国と日本とで E/N、G/A の締結、施工監理コンサルタント契約の後、詳細設計から

入札図書承認までに要する期間は 4.0 ヶ月と想定される。その後の入札参加資格事前審査

（Pre-qualification, PQ）、入札、契約に 2.5 ヶ月要し、工事着工後、1校あたりの工期は

14 ヶ月と見込まれる。ただし、モデル校 1 校については 2 ヶ月間先行して工事を進めるた

め、全体の工期は 16 ヶ月となる。なお、工期設定においては、雨季（6～9月）の着工（準

備工事期間を除いた本格着工）を避けることと、雨季期間中の作業停滞に留意が必要であ

る。 

2017 年 3 月閣議を前提とした実施工程を下表に記す。 
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実施工程表 

期間

作業項目 11 12 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3

△

△

△

凡例： ：現地業務期間 ：国内作業期間 △—―△ ：報告書等の説明 ：雨季

：先行モデル ：後行グループ

閣議

E/N、G/A

コンサルタント契約

準備工事

建設工事

家具据付
検査・補修

入札～業者契約

工事工期（全体）

詳細設計

2019年

2018年度

2017年2016年 2018年

2016年度 2017年度

工期16カ月

 

 本プロジェクトに必要な「エ」国側負担費用は 3,313 万円と見積もられる。 

 

５．プロジェクトの評価 

 

５－１．妥当性 

本プロジェクトの目標は、ティグライ州の計画対象地における中学校及び中高一貫校新

設を通して教育環境を改善することであり、我が国の無償資金協力の目的である初等・中

等教育などを含むベーシック・ヒューマン・ニーズ、及び人造りに合致している。また、

本プロジェクトは連邦教育省が掲げる ESDP における教育施設の拡充に資するものである。 

一方、本プロジェクトの各計画対象校における運営維持管理は日常の学校活動において

対応可能な、高度な技術を必要としないものであるため、本プロジェクトで建設される施

設は継続的に良好な状態で使用されると考えられる。同時に、計画対象校における学校建

設は、我が国の無償資金協力の制度により特段の困難なく実施が可能である。 

加えて、本プロジェクトは先行の無償資金協力案件からの教訓やフィードバックを活用

することができ、これらの経験を基により効率的、効果的なプロジェクト運営・実施が可

能という優位性がある。 

これらの理由により、本プロジェクトは我が国の無償資金協力による実施が妥当である

と判断される。 
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５－２．有効性  

 

（１）定量的効果 

定量的効果に関しては、下表に示す指標に基づき、基準値から目標値への達成状況によ

り確認される。 

成果指標 

指標名 
基準値 

（2016 年実績値） 

目標値（2022 年） 

【事業完成 3年後】 

継続利用されている教室数（室） 0 80 

新規就学人数（人） 0 6,400 

 

（２）定性的効果 

・ 中等教育の就学環境改善による就学率向上に寄与する。 
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写  真 

I 対象サイトの現状 

  

No. 1 建設サイトの様子 No.1 サイト内に仮設校舎を建設し、学校運営を開始してい

る。 

  

No. 2 建設サイト内には石積みの建物があり、エチオピア

側負担で撤去が必要となっている。 

No.2 建設サイト内には雨水貯水池があり、エチオピア側負

担での埋め戻しが必要となっている。 

  

No. 3 建設サイトには多数の石があり、地盤もスレート層

岩盤となっている。 

No. 3 建設サイトに隣接する小学校の校舎を借りて、学校

運営を開始している。 



 

  

No. 4 建設サイトにはサンドストーン系岩盤がある。 No. 4 幹線道路に近いが、アクセス道路は補修の必要があ

る。 

  

No. 5 建設サイト内を電柱・電線が横切っている。 No. 5 アクセス道路は悪路となっており、補修の必要があ

る。 

  

No. 7 建設サイトは全体的に膨張土である。 No. 7 アクセスには小河川横断の必要があることに加え、

膨張土の上に新たなアクセス路を整備する必要がある。 



 

 

 

No. 8 敷地には多数の石があり、除去する必要がある。 No. 8 幹線道路から近いものの、アクセス道路を整備する

必要がある。 

II 類似案件の状況 

  

メケレ市内にある私立中高一貫校（Ayder Secondary and 

Preparatory School） 

同左学校のコンピューター室 

  

アディグラート市内にある私立中高一貫校（Tsin Seta 

Secondary School） 

同左学校の図書室 

 



 

III 現地の生活状況 

  

過密状況で授業が行われている。座る場所がなくて土の床

に座っている生徒もいる。（No. 1 仮設校舎） 

教室内の様子（No. 8 と同じ学区内にある中学校、Ras Alula 

Baneg Lower Secondary School） 

  

教室内に設置されたプラズマ授業用のモニター（No. 3, 間

借りしている隣接小学校の教室） 

図書室の様子（No.8 と同じ学区内にある高校、Melas Zenawi 

Preparatory School） 

  

トイレ外観（No.8 と同じ学区内にある中学校、Ras Alula 

Baneg Lower Secondary School） 

建設サイトに隣接する共同井戸（No. 1） 
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略 語 集 

略語 正式名称 和訳 

ABE Alternative Basic Education ノンフォーマル教育 

A/P Authorization to Pay 支払授権書 

B/A Banking Arrangement 銀行取り決め 

BA/BS Bachelor of Art/Science 学士  

BHN Basic Human Needs ベーシック・ヒューマン・ニーズ 

BOPF Bureau of Plan and Finance 計画財務局 

DFID Department for International Development 英国国際開発省 

E/N Exchange of Notes 交換文書 

EBCS Ethiopia Building Code Standard エチオピア設計基準 

EC Ethiopian Calendar エチオピア暦 

EFA-FTI Education for All Fast Track Initiative  「万人のための教育」ファスト・

トラック・イニシアチブ 

EIA Environmental Impact Assessment 環境アセスメント 

EMIS Education Management Information System 教育管理情報システム 

EPLAUA Environmental Protection, Land Administration 

and Use Agency 

環境保護土地利用管理局 

ESDP Education Sector Development Programme 教育セクター開発計画 

G/A Grant Agreement 贈与契約 

GDP Gross Domestic Product 国民総生産 

GEQIP General Education Quality Improvement Program 教育の質改善プログラム 

GER Gross Enrollment Ratio 総就学率 

GNI Gross National Income 国民総所得 

GTP Growth and Transformation Plan 成長・改革計画 （第 3次貧困削

減戦略文書） 

IDA International Development Association 国際開発協会 

JICA  Japan International Cooperation Agency 国際協力機構 

MOE Ministry of Education 教育省 

PASDEP Plan for Accelerated and Sustained Development 

to End Poverty 

貧困削減のための加速的かつ持続

可能な開発計画（第 2次貧困削減

計画） 

PQ Pre-Qualification 入札参加資格事前審査 

PTA Parent-Teacher Association PTA 

REB Regional Education Bureau 州教育局 

SDPRP Sustainable Development and Poverty Reduction 

Program 

持続可能な開発および貧困削減計

画（第 1次貧困削減計画） 

TDA Tigrai Development Association ティグライ州開発協会 



 

TREB Tigray National Regional State Education Bureau ティグライ州教育局 

TRSSE Tigray Regional State Standard of Education ティグライ州教育スタンダード 

TVET Technical and Vocational Education and Training 技術・職業訓練教育 

USAID United States Agency for International 

Development 

米国国際開発庁 

WEO Woreda Education Office 郡教育局 

ZED Zone Education Department 県教育局 
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第１章 プロジェクトの背景・経緯 

 

１-１ 当該セクターの現状と課題 

 

１-１-１ 現状と課題 

 

１-１-１-１ エチオピア国の教育システム 

エチオピア国（以下：「エ」国とする。）の教育制度は、普通教育（General Education）、

ノンフォーマル教育（Alternative Basic Education：ABE）、技術・職業訓練教育（Technical 

and Vocational Education and Training：TVET）から構成される。このうち普通教育は、

就学前教育（3 年間）、前期初等教育（4 年間）、後期初等教育（4 年間）、前期中等教育（2

年間）、後期中等教育（2年間）、高等教育から構成されている。 

初等教育（8年間）及び前期中等教育（2年間）は公立校において無償教育である。初等

から前期中等教育、前期中等から後期中等、後期中等から高等教育に進学するためには、

全国統一の試験に合格する必要がある。 

ABE では、3年間のコースを修了すると後期初等教育に編入することができ、TVET は前期

中等教育を修了した後に学習し、3年間以上修了するとディプロマが取得できる。 

学校年度は 9月～翌年 5月であり、2学期制を敷いている。 

本報告書では、初等教育を行う教育施設を「小学校」、前期中等教育を行う教育施設を「中

学校」、後期中等教育を行う教育施設を「高校」、前期および後期中等教育を行う教育施設

を「中高一貫校」と表記する。 
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年齢 学年

21 3 TVET レベル5

20 2 TVET レベル4

19 1 TVET レベル3

18 G12 TVET レベル2

17 G11 TVET レベル1

16 G10

15 G9

14 G8

13 G7

12 G6

11 G5

10 G4

9 G3

8 G2

7 G1

6 KG3

5 KG2

4 KG1

普通教育
ノンフォー
マル教育

(1) Primary School Leaving Certificate Examination (PSLCE)

(2) Ethiopian General Secondary Education Certificate Examination (EGSECE)

(3) Ethiopian Higher Education Entrance Certificate Examination (EHEECE)

*TVET: Technical and Vocational Education and Training

*ABE: Alternative Basic Education

就学前教育

教員養成
単科大学
(TTC)

技術・職業訓練教育

高等教育
（学士、修士、博士）

後期中等教育
(2nd cycle secondary, or Preparatory)

前期中等教育
(1st cycle secondary)

後期初等教育
(2nd cycle primary)

前期初等教育
(1st cycle primary)

ノンフォー
マル教育 
(ABE)

EHEECE (3)

EGSECE (2)

PSLCE (1)

 

（出典：連邦教育省 Education Statistics 2007 E.C (2014/15)より作成） 
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１-１-１-２ 教育行政 

「エ」国の教育行政組織と、各組織の主な役割を下表に示す。 

 

表 １-１ エチオピアの教育行政組織と主な役割 

行政単位 教育行政組織 主な役割 

連邦 

(Federal) 

連邦教育省 

(Ministry of 

Education: 以下

「MOE」) 

・ 国家教育政策の策定 

・ 教育セクター開発計画（以下「ESDP」）の策定・実施・モニタ

リング 

・ 教育スタンダードの設定及び実現 

・ 州教育局（REB）への技術的支援 

・ 州への初等教育カリキュラム準備支援 

・ 中等教育カリキュラム開発・策定 

・ 中等教育の教材準備 

・ 中等教育教員の育成・州への割当て 

・ 国家統一試験の実施 

・ 高等教育機関の設立 

州 (Region) 

州教育局 

(Regional 

Education 

Bureau:以下

「 REB」) 

・ 州 ESDP の策定・実施 

・ 初等教育カリキュラムの開発・策定 

・ 教員養成単科大学の設立と管理 

・ 初等教育教員養成 

・ 県・郡教育局（ZEO、WEO）への専門的・技術的支援、キャパシ

ティビルディング 

・ 州内の教育レベルの標準化 

・ ZED、WEO と調整の上、教員配置 

県 (Zone) 

県教育局 (Zone 

Education 

Department : 以

下「ZED」) 

・ 郡レベルで実施できない様々な業務、活動についての代理実施 

・ 教科書や教材配布の調整業務 

郡 (Woreda) 

郡教育局 

(Woreda 

Education 

Office:以下

「WEO」) 

・ 初等・中等・職業訓練学校の設立と管理 

・ 州 ESDP に基づいた具体的な計画策定及び実施 

・ 連邦・州の教育スタンダードの尊守 

・ 郡内全域に（特に初等）教育普及のための方策策定および実施 

・ 教育の質を維持するための教育監理の強化 

・ 教育に対するコミュニティの協力を強化するためPTA等の設立

を支援し、活動をフォローする。 

・ 初等教員の任命 

・ 学校建設や教育機材調達に必要なコミュニティの動員計画策

定 

（出典： Guideline for Organization of Educational Management, Community Participation and 

Educational Finance, 教育省 2002 年 8 月より抜粋） 

 

上表の各組織の主な役割はあくまでも原則であり、固定的なものではない。ティグライ

州では、県教育局は事務所を持たず、各県に 1人のコーディネーターがいるだけである。 

なお、連邦教育省は、就学前教育から高等教育までを含む普通教育（General Education）、

ABE、TVET を扱っているが、ティグライ州では高等教育は大学、TVET は TVET 局（Bureau of 

TVET）が所管しており、ティグライ州教育局（以下：TREB とする。）が扱うのは、就学前教

育、初等教育、中等教育、ABE である。 
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１-１-１-３ ティグライ州の初等・中等教育の概要 

 

（１）学校の形態 
中等教育を行う学校の形態は中学校（G9-10）、高校（G11-12）、中高一貫（G9-12）等の

タイプがある。また、小学校、中学校、高校においては全ての学年をそろえていない不完

全校や、初等教育と中等教育を 1箇所で行う学校もある。 

 

表 １-２ 学校数推移（公立及び私立） 

エチオピア暦 2004 EC 2005 EC 2006 EC 2007 EC

西暦 2011/12 2012/13 2013/14 2014/15

小学校数
（＊） 1,995 2,018 2,045 2,069

中等教育を行う学校数
（＊） N.A 148 155 173  

（出典：Education Statistics Annual Abstract 2004 EC～2007 EC） 

（＊）G1-G10、G1-G12 まで設置されている学校などがあるため、小学校数と中等教育を行

う学校数には重複がある（下表の網掛け部分）。 

 

表 １-３ 2014/15 年度の初等教育を行う学校数（設置学年別、公立及び私立） 

設置学年 G1 G1-2 G1-3 G1-4 G1-5 G1-6 G1-7 G1-8 G1-10 G1-11 G1-12 G5-8 G7-8 total

学校数 3 5 13 567 41 125 57 1,238 4 3 8 4 1 2,069  

（出典：Education Statistics Annual Abstract 2007 EC） 

 

表 １-４ 2014/15 年度の中等教育を行う学校数（設置学年別、公立及び私立） 

設置学年 G1-10 G1-11 G1-12 G9 G9-10 G9-11 G9-12 G11 G11-12 合計

学校数 4 3 8 14 79 6 32 1 26 173  

（出典：Education Statistics Annual Abstract 2007 EC） 

 

（２）生徒数及び教員数 
下表に小学校児童数、中学校及び高校の生徒数、教員数を示す。児童数、生徒数の男女差

はあまり大きくないが、教員については、小学校では女性教員は男性教員の 85％程度、中

学校・高校では 25％程度である。 

2011/12 年度から 2014/15 年度の間に、小学校児童数は 1.10 倍、中学校生徒数は 1.27 倍、

高校生徒数は 1.29 倍に増加した一方で、小学校教員数は 1.24 倍、中･高教員数は 1.39 倍

に増加している。 
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表 １-５ 生徒数及び教員数の推移 

2004 EC 2005 EC 2006 EC 2007 EC

2011/12 2012/13 2013/14 2014/15

小学校(G1-G8)児童数 男 504,632 515,959 536,575 566,464
女 502,341 505,381 520,534 537,192
合計 1,006,973 1,021,340 1,057,109 1,103,656
女／男 1.00 0.98 0.97 0.95

中学校（G9-10）生徒数 男 58,332 68,912 76,060 75,324
女 64,053 75,132 81,159 79,891
合計 122,385 144,044 157,219 155,215
女／男 1.10 1.09 1.07 1.06

高校（G11-12）生徒数 男 14,576 14,819 15,864 18,729
女 14,149 15,762 16,576 18,268
合計 28,725 30,581 32,440 36,997
女／男 0.97 1.06 1.04 0.98

小学校(G1-8)教員数 男 14,255 14,320 15,060 15,941
女 9,723 9,979 10,768 13,730
合計 23,978 24,299 25,828 29,671
女／男 0.68 0.70 0.72 0.86

中・高校(G9-12)教員数 男 3,966 4,048 4,539 5,395
女 898 982 1,153 1,353
合計 4,864 5,030 5,692 6,748
女／男 0.23 0.24 0.25 0.25

エチオピア暦

西暦

 

（出典：Education Statistics Annual Abstract 2004 EC～2007 EC） 

 

（３）就学率（総就学率と純就学率） 
下表に総就学率と純就学率の推移を示す。2014/15 年度に中学校の就学率が減少した理由

は不明だが、その他は順調に伸びている。 
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表 １-６ 就学率の推移 

2004 EC 2005 EC 2006 EC 2007 EC

2011/12 2012/13 2013/14 2014/15

小学校(G1-G8)GER 男 99.93 99.63 101.29 105
女 100.60 98.69 99.37 101
合計 100.26 99.17 100.34 102.89

小学校(G1-G8)NER 男 88.74 90.32 93.27 97.22
女 92.40 92.66 94.63 96.56
合計 90.56 91.48 93.95 96.89

中学校(G9-G10)GER 男 52.69 60.70 65.37 63.13
女 57.29 65.53 69.07 66.3
合計 55.00 63.13 67.23 64.723

中学校(G9-G10)NER 男 34.04 42.38 46.89 44.65
女 39.03 48.42 52.82 50.21
合計 36.54 45.41 49.87 47.44

高校(G11-G12)GER 男 12.73 12.62 14.60 17.24
女 12.21 13.27 14.92 16.4
合計 12.47 12.94 14.76 16.83

高校(G11-G12)NER 男 7.82 8.43 10.30 12.65
女 8.28 9.54 10.83 12.45
合計 8.05 8.99 10.57 12.55

エチオピア暦

西暦

 

（出典：Education Statistics Annual Abstract 2004 EC～2007 EC） 

（＊）小数点以下の桁数が統一されていないが、出典統計のとおり。 

 

１-１-１-４ カリキュラム 

中等教育の授業科目および 1週間あたりの授業コマ数は下表のとおり。 

 

表 １-７ 1 週間あたりの授業コマ数（中等教育） 

G9-10 G11-12（理系） G11-12（文系）

アムハラ語 2

母語 2

英語 4 6 6

数学 5 5 5

公民 3 3 3

体育 1 1 1

IT 2 3 3

G11-12 地理 2 4

文系 歴史 2 4

選択科目 経済 4

ビジネス 2

G11-12 物理 3 4

理系 化学 3 4

選択科目 生物 3 4

技術製図 2

32 35 35

科目

共通科目

合計

3 3

 

（出典： Curriculum Framework for Ethiopian Education KG–Grade 12、MOE 2009.5） 
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2009 年 5 月付け連邦教育省の教育スタンダード（中等教育）によれば、授業時間は 1 部

制では 1コマ 45 分で 1日 7コマ、2部制では 40 分で 1日 6コマとなっている。 

 

１-１-１-５ 中等教育の教員 

 

（１）新規教員養成（プレサービス・トレーニング） 
中学校教員資格を得るには、学士（BA/BSc）取得と教育実習が必須である。高校教員資

格は、修士（MA/MSc）取得が必要であるが、教育実習は必須とはなっていない。 

中学校教員になるには、次の 2種類の方法がある。 

 

・ 学士取得後、1 年コース（レギュラープログラム）を修了した後に州に配置される。

このコースでは教授法等を学び、教育実習も含まれている。 

・ 学士取得後、州によって教員として募集され、働きながら約 1年 3ヶ月のコース（サ

マープログラム）を受講する。夏季の学校休暇中に集中コースがあり、その他の期間

は通信教育で行われる。 

 

レギュラープログラムは 2014/15 年度から開始されたコースである。連邦教育省教員・

リーダー開発局への聞き取りによれば、サマープログラムが給料を得ながら受講できるの

に対し、レギュラープログラムでは収入が得られないため、サマープログラムのほうが人

気が高いとのことである。連邦教育省では、レギュラープログラムにインセンティブを与

えて受講人数を増やすことを計画している。 

 

表 １-８ 教員養成課程受講者数推移（「エ」国全体） 

年度 2013/14 2014/15 2015/16 2016/17（計画） 

レギュラープログラム 0 3,139 2,065 1,500 

サマープログラム 6,184 9,553 12,700 13,141 

合計 6,184 12,692 14,765 14,641 

（出典：MOE への聞き取り） 

 

（２）現職教員研修（インサービス・トレーニング） 
小学校教員資格（教員養成校卒業のディプロマレベル）を持つ教員が、中学校教員の資

格を取るためには、4年間のサマーコースを受講する必要がある。夏季の学校休暇中の集中

コースを 4回受け、その他の期間は通信教育を受ける。 

中学校教員が高校教員の資格を得るためには、修士課程を修了する必要があり、現職教

員研修としてのコースはない。 
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表 １-９ ティグライ州におけるサマーコース受講者数推移 

実績 計画 

年度 2013/14 2014/15 2015/16 2016/17 2017/18 2018/19 

受講者数 1,900 1,715 1,532 510 510 511 

（出典：TREB） 

 

（３）教員採用 
教員は WEO によって雇用される。雇用のプロセスは以下のとおり。 

1) WEO においてワレダ内の中学校・高校の不足教員情報をとりまとめ、その補充を TREB

に申請する。 

2) WEO の予算は TREB ではなくワレダ事務所が管轄しているため、上記 1)と同時並行で

教員採用予算はワレダ事務所に申請する。 

3) TREB は、まず州内の再配置で対応するが、それでも不足する場合には MOE に申請す

る。WEO が予算を確保できた場合に教員が配置される。 

4) MOE から十分な人材が配置されない場合には、州で大卒者を募集し、教員として働き

ながら教員養成コースを受講させる。（上述のサマープログラム） 

 

 

１-１-１-６ 学校運営・維持管理 

 

（１）体制 
学校の運営・維持管理は PTA が中心となって行われている。PTA は、約 10 名の委員が定

期的または必要に応じて会合を開き、資金の使途決定を行ったり、学校が抱える諸問題を

解決したりしている。中学校および高校では、小学校に比べて関係するコミュニティの範

囲が広いが、定期的に村長等が会合を持ち、PTA に意見を反映させているとのことであり、

学校運営、施設の維持管理に対する体制は整っている。 

学校の清掃に関しては、コミュニティからの寄付等により集められる資金によって清掃

員を雇用して行っている学校が殆どであった。しかし、規模が大きい学校でも清掃員が少

なく、毎日くまなく清掃することができていない状態であり、紙くずが散乱している教室

も見られた。エチオピアでは、生徒が清掃する慣習がなく清掃員の雇用が一般的であると

のこと。 

 

（２）財政 
公立学校では、小学校と中学校は無償で実施され、高校では授業料が必要となる。既存

校調査では、生徒 1 人あたり 80～200 ブル／年（405～1,013 円／年：1 ブル＝約 5.065 円 

（2017 年 2 月））の授業料が徴収されていた。 

学校運営のために政府から配賦される資金は下表のとおりであるが、これらの資金は教

育活動および女子トイレ建設にしか支出が認められていない。すなわち、チョーク、文房

具、教材、実験用薬品、トレーニングにかかる費用等には支出できるが、学校の光熱水料

や施設維持管理費、修理代、清掃員の雇用等には支出できない。 
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表 １-１０ 学校運営資金 

教育レベル 名称 資金源 

前期中等教育（G9-G10） ブロックグラント（60 ブル／人・年）約 304 円 政府 

スクールグラント（60 ブル／人・年）約 304 円 GEQIP2 

後期中等教育（G11-G12） スクールグラント（70 ブル／人・年）約 355 円 GEQIP2 

1 ブル＝約 5.065 円 （2017 年 2 月） 

 

したがって、光熱水料、施設維持管理費、修理代、清掃員の雇用等は学校のインカムジ

ェネレーションやコミュニティからの寄付、バザーの収入等によって賄われている。既存

校における調査では、学校のインカムジェネレーションとして、施設をトレーニングや会

議に貸し出す、敷地内の草木を売る、野菜を育てて売る、敷地を農地として貸し出す等が

挙げられた。高校では、授業料を徴収するため、コミュニティからの寄付が得にくいとの

話もあった。上述のとおり、学校の資金は PTA が管理している。 

 

１-１-２  開発計画 

 

（１）貧困削減計画 
エチオピアでは、貧困削減計画にあたる「持続可能な開発および貧困削減計画

（Sustainable Development and Poverty Reduction Program: SDPRP）」が2002/03-2004/05

をターゲットに作成され、その後継計画として「貧困削減のための加速的かつ持続可能な

開 発 計 画 （ Plan for Accelerated and Sustained Development to End Poverty 

2005/06-2009/10: PASDEP ）」、「成長と移行計画  2010/11-2014/15 （ Growth and 

Transformation Plan: GTP）」が作成された。現在は、「GTP 2, 2015/16-2019/20」が有

効な貧困削減計画である。 

GTP 2における記述では、エチオピアは安定したマクロ経済と迅速な工業化と構造改革に

よって平均実質GDP成長率11％を実現し、2025年までに中所得国の仲間入りをすることを目

指しており、そのための戦略として人的資源開発の分野では、経済成長を加速し持続させ

るための技能と競争力を兼ね備えた労働力を生み出すために、社会開発（教育と保健）へ

のアクセス拡大と、質の確保を特に強調している。 

 

（２）教育計画 
現在有効な教育計画は、2015 年 8 月に発表された教育セクター開発計画 5（Education 

Sector Development Programme 5, 2015/16-2019/20: ESDP 5）である。 

ESDP 5 では、普通教育（就学前、初等、中等）、ノンフォーマル教育、TVET、高等教育、

教育行政のほか、分野横断的な問題（ジェンダー、インクルーシブ教育、HIV、緊急時につ

いての教育、学校保健について、薬物乱用予防、衛生教育等）について政策枠組、優先計

画等を挙げている。 

中等教育のアクセスおよび平等性の確保に関する政策としては、すべての地域に十分な

中等教育施設が必要であるとし、5校の中等学校のうち 1校は中高一貫校（G9-G12）である
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べきであり、教育スタンダードを満たさない教室はスタンダードを満たすように施設を改

善することが挙げられている。下表に、中等教育関連の目標値を挙げる。 

 

表 １-１１ ESDP 4 と ESDP 5 における中等教育関連の目標値 

 ESDP 4 での目標値（％） ESDP 5 での目標値（％） 

GER (G1-G8) 101 103 

G8 修了率 47 74 

GER (G9-G10) 39 74 

GER (G11-G12) 10 12 

（出典： ESDP 5） 

 

表 １-１２ ESDP 5 実施に必要な予算および国家教育予算とその差 

（単位：百万ブル） 

2015/16 2016/17 2017/18 2018/19 2019/20 合計

必要額 (a) 73,635 81,350 91,831 98,781 108,225 453,822

国家教育予算 (b) 58,838 66,944 76,102 86,445 95,362 383,691

差額 (a)-(b) 14,797 14,406 15,729 12,336 12,863 70,131  

1 ブル＝約 5.065 円 （2017 年 2 月）（出典： ESDP 5） 

 

表 １-１３ ESDP 5 実施に必要な額における各サブセクターの割合 

（単位：％） 

2015/16 2016/17 2017/18 2018/19 2019/20 合計

就学前教育 1.23 1.64 2.59 3.44 4.98 3.00

初等教育 26.22 25.44 25.94 23.19 22.66 24.45

中等教育 9.01 9.44 10.37 12.02 13.59 11.15

教員養成 1.64 1.64 1.73 1.72 1.36 1.72

成人教育 2.87 2.87 3.03 2.58 2.27 2.57

TVET 19.86 18.30 16.53 15.76 15.10 16.88

高等教育 33.47 34.53 33.68 34.32 32.18 33.58

事務管理 5.70 6.13 6.56 6.99 7.41 6.64

合計 100.00 100.00 100.43 100.00 99.55 100.00  

一部、合計が 100%にならない年度があるが、出典による計算のとおり。 

（出典：ESDP 5 より作成） 

 

１-１-３  社会経済状況 

 

（１）社会状況 
「エ」国は、国土面積約 109.7 万平方キロメートルに人口約 9,939 万人（2015 年、世界
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銀行）であり、オロモ族、アムハラ族、ティグライ族など、約 80 の民族が暮らしている。

国家は民族ごとに構成される 9 つの州と 2 つの自治区からなる連邦制である。連邦の公用

語はアムハラ語であるが、各民族は独自の言語をもっており、州ごとに公用語を定めるこ

とができることから、各州ではおのおのの言語を公用語として使用している。本プロジェ

クトの対象地であるティグライ州では、ティグレ語が公用語となっている。東をソマリア、

西をスーダン、南をケニア、北をエリトリア、さらに北東をジブチと国境を接し、それら 5

か国に囲まれた内陸国である。国土の大部分がエチオピア高原を中心とする高地であり、

標高 1,500 メートルから 4,000 メートルを超える高山帯が広がっている。熱帯に位置する

が、気候は標高によって異なる。首都アジスアベバは標高約 2,400 メートルで、平均気温

は摂氏 16 度である。気候は雨季と乾季に大別され、前者はさらに 1月から 4月までの小雨

季と、6月から 9月までの大雨季に二分される。 

宗教はキリスト教、イスラム教のほか、土着の宗教がある。キリスト教徒の大部分はエ

チオピア正教徒である。 

 

（２）経済状況 
「エ」国の一人当たりの国民総所得（GNI）は 619 米ドル（2015 年、世界銀行）と最貧国

の水準にとどまっている。主要輸出品はコーヒー、チャット、金、革製品、油糧種子であ

り、国際市況や天候に影響を受けやすい環境にある。 

旱魃による農業生産の落ち込みや、エリトリアやソマリアからの難民に加え、南北スー

ダンの軍事衝突による避難民が大量に「エ」国内に流入し続け、経済に打撃を与える中、「エ」

国政府は 2000 年に「第 2次国家開発 5カ年計画」を、2005 年に次期 5カ年開発計画として

貧困削減計画（PASDEP）を策定した。近年は経済成長が続いており、政府は、2010/11-2014/15

年の新 5 カ年開発計画（GTP）に続き、2015 年に今後 5 年間の国家開発計画（GTP 2）を策

定し、農業を核として経済成長を図りつつ、工業にも重点を置いた経済構造へシフトさせ、

2025 年までに中所得国入りを目指している。一方で、慢性的な食料不足に加え、高度経済

成長に伴って生じたインフレや、世界金融不安や原油等の国際価格の上昇に伴う影響が顕

在化している。政府は通貨切り下げ、主要商品価格のシーリング設定など政府主導型の経

済安定化策、外貨準備高の積み増し等を行っている。 

 

１-２  無償資金協力の背景・経緯及び概要 

エチオピア政府は、GTP (2010/11～2014/15)において、経済産業構造を農業中心から工

業へ移行するというビジョンを掲げており、その目的の達成に向け競争力の高い産業人材

育成に焦点を当てた教育政策を実施した。また、引き続いて作成された GTP2 では、安定し

たマクロ経済、迅速な工業化と構造改革によって平均実質 GDP 成長率 11％を実現し、2025

年までに中所得国の仲間入りをすることを目指している。そのための戦略として、人的資

源開発の分野では、経済成長を加速し持続させるための技能と競争力を兼ね備えた労働力

を生み出すため、社会開発（教育と保健）へのアクセス拡大と、質の確保を特に強調して

いる。 

具体的な教育セクターにおける計画としては、現在、ESDP 5(2015/16～2019/20)が実施

されており、平等なアクセス、質の高い教育の提供、知識と科学技術の創造と伝達を通じ
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て社会・経済・政治・文化の開発に貢献する有能な国民を育てる、等に優先を置いている。

質の良い中等教育への平等なアクセスは、経済が要求する高いレベルの人的資源を支える

基礎であるとして重視している。 

このような取り組みの結果、エチオピア教育管理情報システム（EMIS）の統計2によれば、

初等教育(G1-8）の総就学率は 2000/01 年度の 57.4%から 2014/15 年度の 102.7%へと改善さ

れた。一方、同期間の中等教育(G9-12)の総就学率は 12.9%から 25.6%と低水準の改善に留

まっている。 

本プロジェクトの対象地域であるティグライ州は、「エ」国内の中でも政策的に工場集積

が図られている地域であり、大規模なセメント工場や欧米諸国から委託生産を受注してい

る繊維工場がある等、産業開発に尽力している為、産業人材不足が他州と比較してより深

刻となっており、中等教育就学者数の増加は産業開発の観点からも重要となっている。同

州の教育指標は、全国平均値に比べると良い値を示しているが、2014/15 年度の初等教育総

就学率は 111.8%と高水準である一方、中等教育総就学率は 41.62%にとどまっている。 

この原因としては、初等教育修了者の受入先である中等教育施設が不足していることが

挙げられる。2014/15 年度の初等教育（G1-8）を行う施設が 2,068 校であるのに対し、中等

教育（G9-12）を行う施設数は 173 校であり、中等教育施設数は初等教育施設数の約 1/12

に留まっている。その結果、2014/15 年度の総就学率は前期中等教育（G9-10）では 65.9%、

後期中等教育（G11-12）では 16.3%と低くとどまっている。 

このような背景のもと、ティグライ州は、「ティグライ州中学校建設計画（以下、本プロジ

ェクトという）」について、我が国に対して無償資金協力による支援を要請した。 

                             
2 統計数値は、「Education Statistics, EMIS and ICT Directorate, Federal Democratic Government of 

Ethiopia, Ministry of Education」による。 
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１-３  我が国の援助動向 

 

我が国の「エ」国教育セクターに対する、近年の援助実績および実施中のプロジェクト

を下表に示す。 

表 １-１４ 我が国の援助実績 

協力 

内容 
実施期間 案件名/その他 

供与限

度額(億

円) 

概 要 

技
術
協
力
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト 

2003.11～

2008.3 

住民参加型基礎教育改

善プロジェクト 

3.8 オロミア州における教育行

政、及び住民との協働を通じ

た基礎教育校の建設・学校運

営モデルの開発 

2008.9～

2012.9 

住民参加型初等教育改

善プロジェクト 

3.7 オロミア州における教育行

政、及び住民との協働を通じ

た学校運営改善 

2011.3～

2014.7 

理数科教育改善プロジ

ェクト 

2.4（事

前評価

時） 

理数科教員を対象とする現

職教員研修システムのモデ

ルを確立する 

2014.9～

2017.9 

理数科教育アセスメン

ト能力強化プロジェク

ト 

5.0（事

前評価

時） 

理数科分野のカリキュラ

ム・教材開発、教員養成・能

力強化、学力試験問題の開発

等の関係者の能力強化およ

び学力試験問題の開発、補助

教材、教員研修・養成課程の

改善などを包括的に実施 

開
発
計
画
調

査
型
技
プ
ロ 

2005.4～

2007.6 

オロミア州初等教育ア

クセス向上計画調査 

＿ 初等教育のアクセス向上に

資するスクールマッピング、

マイクロプランニング、及び

それらを通じた関係者の能

力向上に係る調査 

無
償
資
金
協
力 

2007年 オロミア州小学校建設

計画 

10.41 オロミア州における小学校

約50校、350教室等の増設、

及び維持管理能力強化を目

的とした指導を実施するた

めの資金供与 

2011年 アムハラ州中学校建設

計画 

12.08 アムハラ州における中学校8

校の新設および9校（合計292

教室等）における増設を行う

ための資金供与 

2012 年 南部諸民族州小中学校

建設計画 

13.10 南部諸民族州における小学

校11校および中学校10校の

新設（合計 276 教室等）のた

めの資金供与 

このほか、草の根・人間の安全保障無償資金協力において、2014 年度に 8件、2013 年度

に 15 件、2012 年度に 12 件の教育分野の支援が行われており、小学校、中学校の拡張、建
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替え、新設が行われている。 

 

１-４  他ドナーの援助動向 

 

現在、中等教育分野で支援を行っているのは、世界銀行の国際開発協会（IDA）、英国国

際開発省（DFID）、EFA のファスト・トラック・イニシアティブ等が出資する教育の質改善

プロジェクト 2（General Education Quality Improvement Project 2：GEQIP 2）である。 

 

表 １-１５ 中等教育分野で支援を行うドナーのプロジェクト 

実施年度 機関名 案件名 金額 援助

形態 

概要 

2013.11

～2018.7 

IDA、DFID、

フィンラン

ド、USAID、

EFA-FTI、イ

タリア 

教育の質改善

プロジェクト

2（GEQIP 2） 

550百万ドル

（うち、エチ

オピア政府

77.7 百万ド

ル） 

有償 ・ カリキュラム・教科

書・アセスメント・試

験・視学の改善 

・ 教員開発プログラム 

・ 学校改善計画 

・ EMIS を含む管理・能力

開発 

・ ICT を通じた教育の質

改善 

・ プログラムコーディネ

ーション 

このほかティグライ州では、ティグライ州開発協会（Tigray Development Association：

TDA）が教育（小・中学校建設、図書室建設、技術・職業トレーニング）、保健（病院、ヘ

ルスセンター建設）、農業（家畜・蜂飼育センター建設）、若者・スポーツ振興（スポーツ

クラブの設立）等において活動を行っている。資金は国内・海外のドナー、海外在住ティ

グライ州出身者等からの寄付による。 
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第２章 プロジェクトを取り巻く環境 

 

２-１ プロジェクトの実施体制 

 

２-１-１ 組織・人員 

本プロジェクトの実施および責任機関は TREB である。組織図を図２－１に示す。本プロ

ジェクトの担当部署は計画・予算・プロジェクト EMIS 課（Plan, Budget & Project EMIS 

Process）である。 

 

局長

副局長／カリキュラム開

発および実施総課

副局長／教員・校長開発

プログラム総課

質保証および標準総課 教員および教育リーダー

資格・ライセンス総課

支援課

計画・予算・プロジェクト

EMIS課

広報課

監査課

ICT課

調達・財務および資材管

理課

ジェンダー課

法アドバイザー

学校学校

キフレ副都市教育事務所

メケレ特別市教育事務所ワレダ教育事務所

 

図 ２-１ TREB 組織図 

 

２-１-２ 財政・予算 

以下に、ティグライ州の予算、教育予算、中等教育予算を示す。 

 

（１）ティグライ州予算 

表 ２-１ ティグライ州予算の推移 

（単位：ブル）

2011/12 2012/13 2013/14 2014/15 2015/16

経常予算 2,638,938,668 3,307,219,074 3,794,300,266 5,270,532,996 5,901,619,023

投資予算 2,782,942,091 4,064,688,211 3,979,790,766 3,949,535,915 4,481,953,798

合計 5,421,880,759 7,371,907,285 7,774,091,032 9,220,068,911 10,383,572,821  

1 ブル＝約 5.065 円 （2017 年 2 月） 

（出典：ティグライ州計画・財務局「BOPF」） 

（２）ティグライ州教育予算 

学校建設にかかる予算は、教育予算ではなく「建設・道路・運輸局」の予算として処理
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されるため、下表の投資予算には学校建設予算は含まれていない。 

 

表 ２-２ ティグライ州教育予算の推移 

（単位：ブル）

2011/12 2012/13 2013/14 2014/15 2015/16

経常予算 836,877,338 1,007,872,554 1,108,545,849 1,649,659,276 1,822,947,890

投資予算 118,445,696 161,991,463 169,587,314 174,138,638 234,069,307

合計 955,323,034 1,169,864,017 1,278,133,163 1,823,797,914 2,057,017,197
州予算における
教育予算の割合

17.62% 15.87% 16.44% 19.78% 19.81%
 

1 ブル＝約 5.065 円 （2017 年 2 月） 

（出典：BOPF） 

 

（３）中等教育予算 

表 ２-３ 中等教育予算の推移 

（単位：ブル）

2011/12 2012/13 2013/14 2014/15 2015/16
経常予算 138,110,328 173,370,656 185,899,817 283,323,629 324,175,222
前期中等 108,769,433 129,836,738 136,364,119 207,186,319 243,644,695
後期中等 29,340,895 43,533,918 49,535,698 76,137,310 80,530,527

投資予算 2,863,870 6,419,333 4,970,199 5,588,891 29,429,306
前期中等 1,750,719 6,152,813 4,040,887 1,685,336 28,229,306
後期中等 1,113,151 266,520 929,312 3,903,555 1,200,000
合計 140,974,198 179,789,989 190,870,016 288,912,520 353,604,528

教育予算における
中等教育の割合 14.76% 15.37% 14.93% 15.84% 17.19%  

1 ブル＝約 5.065 円 （2017 年 2 月） 

（出典：BOPF） 

なお、「エ」国の予算年度は 7月上旬からの 1年間である一方、教育年度に関しては 9月

開始となっている。 

 

２-１-３ 技術水準 

本プロジェクトに係る TREB の担当部署は計画・予算・プロジェクト EMIS 課である。TREB

は我が国の無償資金協力に拠るプロジェクトの実施経験は無いが、ティグライ州建設・道

路・運輸局と協同により学校施設建設プロジェクトを多数実施しており、経験も豊富であ

ることから、本プロジェクトの実施に問題はないと考えられる。 

 

２-１-４ 既存施設・機材 

本プロジェクト対象 7 校は、すべて新設校である。うち 1 校は敷地に仮設校舎を建設し

て開校済み、他 1 校は敷地に隣接する小学校施設を借りて開校済みであった。その他 5 校

は更地が用意されていた。対象 7 校の近隣にある既存校の施設状況及び、開校済み 2 校の

状況については資料 7参照。 
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２-２ プロジェクトサイト及び周辺の状況 

 

２-２-１ 関連インフラの整備状況 

（１）交通輸送事情、及びアクセス道路 

計画対象 7 サイトは、ティグライ州の南北約 200 km、東西約 100 km の範囲に分散してい

る。同地域内にはアジスアベバを起点とした完全舗装の国道 A2 線（アジスアベバ～ウォル

ディア～アラマタ～マイチョウ～メケレ～アディグラート～アクスム）が走り、その西側

にもう 1 つ南北の幹線道路（一部未舗装）がある。また、これら 2 本の幹線を東西に繋ぐ

舗装道路（メケレ～アビアディ）が走っている。 

7 サイトはこれらの道路沿い、または道路から 0.5km から 14 km 奥に未舗装道路を入った

場所に位置し、すべて州都メケレから約 3 時間以内の場所にある。これらのサイトは通年

の工事用アクセス道路建設またはその補修が相手国負担による準備工事で十分に可能と考

えられる。 

表 ２-４ 対象 7サイトのアクセス状況 

ID No. サイト メケレからの時間・距離 未舗装道路の時間・距離 

1 Endamariam Qorar 1 時間 (63km) 3 分 (0.5km) 

2 Abraha Weatsbaha 1 時間 15 分 (64km) 25 分 (14km) 

3 Aragure 1 時間 (23km) 30 分 (9km) 

4 Maimegelta 1 時間 20 分 (85km) 舗装道路沿い  

5 Zengee 3 時間 (163km) 15 分 (8km) 

7 Korem 3 時間 10 分 (173km) 5 分 (1km) 

8 Abiyi Adi 1 時間 40 分 (93km) 舗装道路沿い  

 

（２）敷地傾斜、障害、地質、水道、電気 

計画対象 7サイトの敷地傾斜、障害、地質、水道、電気の状況は下表のとおりである。 

 

表 ２-５ 対象 7サイトの敷地状況 

ID 
No. 

サイト 傾斜 障害 地質（目視） 水 電気 

1 
Endamariam 

Qorar 
なだらか 枯れ川、樹木 膨張土 井戸 あり（近距離） 

2 
Abraha 

Weatsbaha 
なだらか 

石塀、穴 、樹木、

小屋（未使用） 
シルト/砂 なし あり（近距離） 

3 Aragure 中程度 なし スレート岩盤 なし あり（近距離） 

4 Maimegelta 中程度 廃墟（未使用） シルト/砂、岩盤 水道（近距離） あり（近距離） 

5 Zengee 中程度 草木 シルト/砂、岩盤 井戸 あり（近距離） 

7 Korem なし なし 膨張土 水道（遠距離） あり（遠距離） 

8 Abiyi Adi 中程度 石碑 シルト/砂、膨張土 水道（近距離） あり（遠距離） 



２-４ 

 

２-２-２ 自然条件 

 

（１）気象条件 

本プロジェクト対象地域であるティグライ州の州都メケレは、温暖湿潤気候に属し、雨

季と乾季が明確である。雨季である 7～8月の降雨量は多く、200mm を超える。一方、他の

月の降雨量は 50mm に満たない。気温は年間を通じて 19℃～24℃であり、一番暑いのは 5～

6月、一番寒いのは 12 月である。 

表２－６にティグライ州の州都であるメケレ市の最高気温、最低気温、降水量、降水日

数の月別データ、図２－２にグラフを示す。 

 

表 ２-６ メケレ市の最高気温、最低気温、降水量、降水日数 

月 1月 2月 3月 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月
最高気温（℃） 23 24 25 26 27 27 23 23 25 24 23 22
最低気温（℃） 16 17 18 19 20 20 18 17 18 17 16 15
降水量（mm） 35 10 25 45 35 30 200 215 35 10 25 40
降水日数 4 1 4 5 4 6 22 21 6 1 4 7  

（出典：World Climate） 
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図 ２-２ メケレ市の最高気温、最低気温、降水量グラフ 

 

（２）敷地状況  

① 地形調査3 

計画対象校（7サイト）の高低差と面積を表２-７に示す。 

 

                             
3 計画対象校（7サイト）において 2016 年 7-8 月に実施した地形測量調査の結果による。 
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②  地質調査4 

計画対象校（7サイト）の膨張土の有無を表２-７に示す。 

 

表 ２-７ 対象校の高低差、面積、及び地質の特徴 

ID No. サイト ワレダ ゾーン 
高低差 

(m)* 
面積(m2) 

地質 
（膨張土の
有無） 

1 Endamariam Qorar Degua temben 
South 

eastern 
14 

84,581 有 

2 Abraha Weatsbaha Kilte Awlaelo Eastern 4 24,065 無 

3 Aragure Enderta 
South 

eastern 
11 36,876 

無 

4 Maimegelta 
Saesie Tsaeda 

Enba 
Eastern 

22 53,988 
無 

5 Zengee Weree Leke Central 7 17,735 無 

7 Korem Korem Southern 5 18,074 有 

8 Abiyi Adi Abiyi Adi Central 15 36,011 有 
 

* 高低差は学校敷地の最高点と最低点の差で表記している。 

 

２-２-３ 社会環境配慮 

エチオピアには Environmental Protection Authority が 2000 年 7 月に作成した

「Environment Impact Assessment Guideline Document」があるが、現地調査Ⅰ時点（2016

年 4 月）においてもドラフト状態である。同ガイドラインによれば、プロジェクトは 3 つ

のカテゴリー（スケジュール 1：EIA が必要、スケジュール 2：部分的 EIA 必要、スケジュ

ール 3：EIA 必要なし）に分けられており、各スケジュールに該当するプロジェクトの例が

挙げられている。 

プロジェクトを実施する場合は、事前協議にあたる「Pre-Screening」をティグライ州環

境保護・土地利用管理局（Tigray National Regional Sate Environmental Protection, Land 

Administration and Use Agency: EPLAUA）に申請し、どのスケジュールに該当するのかを

決定する「Screening」の申請を行う。EIA が必要と判断された場合は、EIA 実施後に EIR

（Environmental Impact Report）を作成し、承認を得る。また、プロジェクトが実施後に

検査が必要となる。EIA が不要と判断された場合にも、プロジェクト実施後には検査が必要

となる。 

TREB は、学校建設案件においてティグライ州 EPLAUA に EIA の Pre-Screening、Screening

の申請実績がないが、本プロジェクトでは、TREB から EPLAUA に対して要請 13 サイトの

Pre-Screening、Screening 申請を実施し、EPLAUA からスケジュール 3に該当する旨の結果

を受領することを依頼した。 

なお、本プロジェクトは、中学校または中高一貫校用の敷地（更地）内に施設を建設す

るものであり、一部サイトでは樹木の伐採が必要となるものの、大規模な造成を必要とし

                             
4 地形測量調査と同時期に実施した地質調査の結果による。 
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ないため、基本的に環境面での負の影響はない。また、プロジェクト実施に伴う住民の移

転等もないことから、社会面での負の影響もない。これらにより、本プロジェクトは JICA

環境社会配慮ガイドラインのカテゴリー分類 C（環境や社会への望ましくない影響が最小限

かあるいは殆どないと考えられる協力事業）に属する。 
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第３章 プロジェクトの内容 

 

３-１  プロジェクトの概要 

 

３-１-１  上位目標とプロジェクト目標 

本プロジェクトは前出の ESDP の一部を担うものであり、「ティグライ州の中等教育への

アクセス及び学習環境が改善されること」を上位目標に、「対象地域の中等教育へのアクセ

ス及び学習環境が改善されること」をプロジェクト目標とする。 

 

３-１-２ プロジェクトの概要 

本プロジェクトはティグライ州の 7 サイトにおいて中学校および中高一貫校の新設を行

うものである。 

各サイトには、普通教室（10～12 教室）、図書室、実験室、コンピューター室、管理室（校

長室、副校長室、秘書室、事務室）、記録室・倉庫、教員室、トイレ、および各室に必要な

家具を整備する。 

なお、サイトは都市部に 2 サイト、農村部に 5 サイトと分かれている。本プロジェクト

による施設整備により、都市部では中等教育へのアクセス改善および既存中学校または中

高一貫校の過密緩和、農村部では中等教育へのアクセス改善が期待される。 

 

３-２  協力対象事業の概略設計 

 

３-２-１ 設計方針 

 

３-２-１-１ 基本方針 

 

（１） 計画対象校 

計画対象校は、TREB より最終要請された 13 校から、調査結果に基づき７校を選定した。

なお、7校はすべて新設校（うち 2校は、間借り施設や仮設施設で運営を開始）であり、う

ち 5校は中高一貫校（前期・後期中等教育：G9-12）、2校は中学校（前期中等教育：G9-10）

である。 

 

（２） 計画内容 

施設整備の内容は、最終要請内容において第一優先とされた普通教室、管理室、実験室、

図書室、記録室・倉庫、コンピューター室、教員室、生徒用トイレ、教員用トイレおよび

各室に必要な家具を整備する。なお、家具以外の教材や機材は計画対象には含まず、「エ」

国側負担によって整備される。 
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（３） 対象校の規模設定 

本プロジェクトの学校施設が完工してから最初の学校年度にあたる 2019/20 年度を目標

年度とし、目標年度における各対象校の生徒数を算出する。必要教室数の算定においては、

1クラスあたり 40 人、2部制を採用し、学年ごとに各対象校の必要教室数を算出した上で、

教室数の上限を 12 教室として計画規模を設定する。 

 

３-２-１-２ 自然環境条件に対する方針 

 

（１） 気象条件 

計画対象地域は、低緯度地帯なので年間を通じて気温の変化が少ない。晴天時の日射は

強く紫外線量も多いが、気温そのものはそれほど上昇せず日陰に入ると比較的涼しい。建

築計画においては、熱の放出を防ぐために窓を密閉度の高い鉄枠ガラス窓とするなど、冷

涼な気候に適した開口部とする。また、6月から 9月までの大雨期にはかなりまとまった降

雨があるため、雨季の冠水や雨音を考慮した設計とする。 

 

（２） 地形、敷地条件 

計画対象 7 校には、敷地全体もしくは敷地の一部に傾斜地が含まれるほか、敷地の一部

に枯れ川が存在するサイトがある。こうした傾斜や枯れ川のあるサイトでは、建物は急勾

配の部分や枯れ川を避けて配置する。 

「エ」国の多くの学校において、敷地内の土が室内まで入り込み、床、壁の汚れにつな

がっている。本計画では建物（棟）間、周囲を現地で一般的な石材で舗装し、建物内への

土の侵入を防ぐ。 

 

（３） 地質 

計画対象とする 7校について地質調査を実施した。その結果、7校中 3サイトにおいて地

表に膨張土が確認され、他 3 サイトにおいては岩盤が確認された。本プロジェクトでは、

この地質調査の結果をもとに、必要に応じて対策を講じる。 

 

（４） 地震 

エチオピア設計基準（以下：EBCS）では地震の危険度をゾーン 0～4の 5段階で設定して

いる。国を帯状に南北に貫くアフリカ大地溝帯の周辺は危険度の高いゾーン 4に設定され、

大地溝帯から離れるほど危険度が小さい。計画対象とする 7校の危険度は、4校がゾーン 4、

1 校がゾーン 3、2 校がゾーン 2 であるが、本プロジェクトでは安全側をみて 7 校全てゾー

ン 4として構造設計を行う。 
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３-２-１-３ 社会経済条件に対する方針 

 

（１） ジェンダー 

ティグライ州教育スタンダード（以下：TRSSE）において、トイレはプライバシーの問題

から男女別棟となっており、本プロジェクトにおいても男女別棟のトイレを整備するとと

もに、男女間の干渉避けるため、男女トイレ間の動線を別とする。 

 

（２） 身体障害者対応 

身体障害者対応として、全ての建物の 1 階に車椅子が乗り入れられるようスロープを設

けるともとに、普通教室の一部、実験室、コンピューター室、図書室、トイレを１階に配

置する。 

 

３-２-１-４ 建設事情に対する方針 

 

（１） 建設工法 

工法は、現地において一般的で施工が容易な鉄筋コンクリート造を主構造とする。 

 

（２） 建築資機材 

建築資材は、耐久性、コスト縮減およびメンテナンスを考慮し選定する。資機材は主に

「エ」国内調達とするが、「エ」国内で調達できないものや「エ」国内の資機材の品質に問

題があるものに関しては本邦で調達とする。 

 

（３） 基準・法規 

施設計画は TRSSE を基本とし、構造計画と設備計画は、EBCS、および現地の類似施設の

状況を参照し、設計を行う。 

建築許認可取得は、TREB が主体となり実施する。 

 

３-２-１-５ 現地建設業者、コンサルタント活用に係る方針 

本プロジェクトは、施設・機材調達方式（本邦企業活用型）により実施し、日本の施工

監理コンサルタントおよび建設業者を採用する。また下請けとして現地建設業者を採用す

ることを想定している。 

現地業者の活用法としては、施工区を分け、複数の現地業者を活用することも有効であ

る。その場合、工程や品質のばらつきが出ないように本邦業者の管理要員の適切な配置を

行う。 

 

３-２-１-６ 運営・維持管理に対する方針 

本プロジェクトでは、メンテナンスが最小限となる材料の活用を心がけるとともに、破
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損の可能性がある部品は、調達・交換が容易な製品を選択する。 

ティグライ州の既存校では、PTA を中心とした運営・維持管理体制が整備されていること

から、本プロジェクトで整備される新設校においても同様に運営・維持管理がなされると

考えられる。一方で、清掃が行き届いていない学校も見られたが、清掃員を雇用すること

が一般的である「エ」国では、生徒を巻き込んで清掃活動を行うといったソフトコンポー

ネントの実現性は低く、また清掃員を雇用するためのインカムジェネレーション活動は、

PTA がコミュニティとの相談の上で実施している。よって、本プロジェクトにおいてはソフ

トコンポーネントを実施しない。 

 

３-２-１-７ 施設・家具等のグレードの設定に係る方針 

本プロジェクトでは、現地の標準設計、これまでの先行コミ開案件（オロミア州小学校

建設計画、アムハラ州中学校建設計画、南部諸民族州小中学校建設計画）のグレードを参

照しつつ、耐久性能、品質においては必要なアップグレードを図る。各仕様の詳細につい

ては、3-2-2-3 建築計画の(9)建築資材計画に記載する。 

 

３-２-１-８ 品質管理に関する方針 

「エ」国で実施されたコミ開案件では、無償資金協力で要求されるレベルの施工品質が

なかなか得られず、工事の手戻りや手直し工事に多大な時間を要した。主たる原因として

は、現地施工会社が設計図書を十分に読み込まなかったことで、設計内容について誤った

理解を示したことが挙げられ、この結果、仕様を守らない施工や設計図書を無視した施工

が行われた。本プロジェクトは、本邦企業が元請けとなって実施されるが、現地サブコン

に対しては現地標準仕様と無償資金協力案件の仕様の差異への理解、並びに工法や品質維

持に対する関係者間の認識の統一を図る必要がある。このため、① 施工前における監理者

と施工者間での設計内容の認識と情報を共有するための講習会を実施し、②モデル校とし

て 1 校を選定し、先行して工事を開始する。また、本邦技能者を派遣し技術指導を行うこ

とで施工品質を確保する。 

 

３-２-１-９ 工期に係る方針 

本プロジェクトでは、計画対象 7 校のうち 1 校を選定し、モデル校として先行して工事

を開始することで、全校において同様の施工方法・品質を確保する。 

また、「エ」国は 6月半ばから 9月半ばが大雨季となり、その間の土工事・躯体工事・仕

上げ工事は、効率や品質面に影響を与えるため、雨季を考慮した全体工程を計画する。 
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３-２-２ 基本計画 

 

３-２-２-１ 要請内容 

 

（１） 要請の概要 

2010 年 8 月 29 日付け要請書では中学校または中高一貫校 15 校の整備が要請され、その

後 2015 年に 21 校の改訂版要請校リストが提出された。要請コンポーネントは以下のとお

り。 

表 ３-１ 当初要請内容 

施設 教室、事務室、実験室、図書室・倉庫、コンピューター室、男女別トイレ 8 穴

（Segregated Dry Pit Latrine: 8pit）、守衛室、屋外照明 (Compound Lighting)、

運動場、衛星受信機用小屋 

家具 教室用家具、事務用家具、実験室用家具、図書室・倉庫用家具、コンピューター

室用家具 

機材 化学実験機材、化学実験用薬品、生物実験機材、生物実験用薬品、物理実験用器

具、コンピューター及び周辺機器、衛星受信機用小屋用機材 

 

（２） 最終要請校と優先順位 

 

① 要請校 

現地調査Ⅰにおいて、最終要請校は、改訂版要請校リスト 21 校のうち、プロジェクトの

効率的な管理と監理のため、州都メケレから片道 4 時間で移動できる範囲内のティグライ

州の 4 ゾーン（中央、東部、南東部、南部）内のサイトに絞ることとした。また、最終的

な計画対象校が満たすべき以下の必須条件と優先条件を考慮に入れて優先順位が再考され、

最終要請校 13 校および優先順位が設定された。 

 

＜必須条件＞ 

・ 土地所有者または使用権が書面で確認できること。 

・ 他ドナー又は政府による整備計画と重複のないこと。 

・ 自然災害による被災の可能性や治安上の問題が無いこと。 

・ 施工及び施工監理上の支障がないこと。（アクセス、広さ、地勢等） 

・ 施工上十分な地耐力があること。 

・ 環境社会配慮調査及び住民移転の必要性がないこと。 

・ 修学需要が十分にあること。 

・ JICA 安全基準により渡航が禁止されていないこと。 

＜優先条件＞ 

・ TREB 優先度を尊重する。 
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・ 恒久仕様の教室が不足している地域を優先する。 

・ 恒久仕様の教室あたり生徒数が基準（40 人）を超えている地域を優先する。 

・ 修学需要が大きい地域を優先する。 

・ 当該地区において中核学校となれる可能性があるサイトを優先する。 

・ 現職教員研修等の地方研修拠点となりうるサイトを優先する。 

・ 有資格教員が配置される可能性が高い地域を優先する。 

・ 学校運営・維持管理体制がよい地区を優先する。 

・ 建設候補地へのアクセスが良好である。 

・ 州都メケレからの距離が近い学校を優先する。 

 

表 ３-２ ゾーン別要請校数 

ゾーン（＊） 現地調査開始時 協議後 

中央 5 4 

東部 5 4 

南東部 3 3 

南部 4 2 

北西部 4 0 

合計 21 13 
（＊）エチオピアの行政区分は連邦、州、ゾーン、ワレダ、ケベレの順に下部となり、ティグライ州は 7 つ

のゾーン（中央、東部、南東部、南部、北西部、西部、メケレ特別ゾーン）、46 のワレダから構成される。 

 

表 ３-３ 最終要請校と優先順位 

ID No. サイト ワレダ ゾーン 

1 Endamariam Qorar Degua temben South Eastern 

2 Abraha Weatsbaha Kilte Awlaelo Eastern 

3 Aragure Enderta South Eastern 

4 Maimegelta Saesie Tsaeda Enba Eastern 

5 Zengee Weree Leke Central 

6 Siheta Ganta feshum Eastern 

7 Korem Korem Southern 

8 Abiyi Adi Abiyi Adi Central 

9 Adigrat Adigrat Eastern 

10 Senaele Hintalowojerat South Eastern 

11 Siero Ahferom Central 

12 Maichew Maichew Southern 

13 Gomonge Tanqua Abergele Central 

 

② 優先順位 

現地調査Ⅰにおいて、最終要請 13 校のサイト調査を行い、アクセス状況、敷地状況（傾

斜、障害物、地質、インフラ等）、ニーズ、土地利用・権利証書の有無等を確認した。 

その結果、13 校のうち 1 校は雨季の通行が困難と考えられるため、当該校の優先順位を落
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とすこととし、最終優先順位を以下のとおり変更した。 

 

表 ３-４ 最終優先順位 

ID No. 最終優先順位 サイト ワレダ ゾーン 

1 1 Endamariam Qorar Degua temben South Eastern 

2 2 Abraha Weatsbaha Kilte Awlaelo Eastern 

3 3 Aragure Enderta South Eastern 

4 4 Maimegelta Saesie Tsaeda Enba Eastern 

5 5 Zengee Weree Leke Central 

7 6 Korem Korem Southern 

8 7 Abiyi Adi Abiyi Adi Central 

9 8 Adigrat Adigrat Eastern 

10 9 Senaele Hintalowojerat South Eastern 

11 10 Siero Ahferom Central 

12 11 Maichew Maichew Southern 

13 12 Gomonge Tanqua Abergele Central 

6 13 Siheta Ganta feshum Eastern 

 

（３） 最終要請コンポーネント 

現地調査Ⅰにおいて、要請コンポーネントは以下のとおり確認された。また、調査の結

果、ソフトコンポーネントが必要と判断された場合には、日本側によって妥当性と内容が

検討されることとなった。 

表 ３-５ 最終要請内容 

施設 第 1優先 教室、事務室、実験室、トイレ、図書室・倉庫、コンピューター室 

第 2優先 運動場（整地のみ）、守衛室 

対象外 屋外照明 (compound lighting)、衛星受信機用小屋 

家具 第 1優先 教室用家具、実験室用家具、事務用家具、図書室・倉庫用家具、コ

ンピューター室用家具 

機材 第 2優先 コンピューターおよび周辺機器 

対象外 理科実験機材および器具、実験用薬品、衛星受信機用小屋用機材 

 

３-２-２-２計画対象校 

 

（１） 計画対象校の選定 

現地調査Ⅰ終了後の国内解析において、計画内容・計画規模等の検討を行い、TREB の意

向も確認の上、最終優先順位の上位 7サイトを計画対象とした。 
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表 ３-６ 計画対象校 

ID No. サイト ワレダ ゾーン 学年レベル 都市部／農村部 

1 Endamariam Qorar Degua temben 
South 

Eastern 
G9-12 農村部 

2 Abraha Weatsbaha Kilte Awlaelo Eastern G9-12 農村部 

3 Aragure Enderta 
South 

Eastern 
G9-12 農村部 

4 Maimegelta 
Saesie Tsaeda 

Enba 
Eastern G9-10 農村部 

5 Zengee Weree Leke Central G9-10 農村部 

7 Korem Korem Southern G9-12 都市部 

8 Abiyi Adi Abiyi Adi Central G9-12 都市部 

 

（２） 計画対象校の妥当性 

計画対象 7 サイトは都市部 2 校、農村部 5 校に分布している。都市部のサイトでは、各

対象サイトの学区内には既存中学校および高校が各 1 校ずつしかなく、いずれの学校も入

学制限を実施の上、2部制による運営をしているため、同一学区内に中学校または中高一貫

校の新設が必要とされている。 

農村部のサイトでは、各対象サイトの学区内に既存中学校がないため、小学校を修了し

た生徒達は、10km 以上に及ぶ遠距離通学をするか、または中学校のある都市への下宿を余

儀なくされる。こうしたアクセス上の問題から、農村部では中学校への未就学またはドロ

ップアウトが多いため、学区内に中学校または中高一貫校を新設し中等教育へのアクセス

改善が必要とされている。したがって、これら 7 校においては、本プロジェクトで学校を

新設するニーズが認められ、協力の妥当性がある。 

 

（３） 計画規模 

各計画対象校の計画規模は、各対象校の就学予定生徒数の状況により設定する。就学予

定生徒数の算出においては、本プロジェクトの学校施設が完工してから最初の学校年度に

あたる 2019/20 年度の生徒数を予測することとし、各校のフィーダースクール5の 2015/16

年度の生徒が 2019/20 年度まで進級していくと仮定する。 

各学年の進級する割合は、ティグライ州の学年別生徒数から算出した進級率（2013/14 年

度→2014/15 年度）を採用する。この場合、採用する進級率は以下のとおり。 

 

G5→G6：94.7％、G6→G7：96.0％、G7→G8：102.8％ 

G8→G9：84.9％、G9→G10：86.8％、G10→G11：28.1％、G11→G12：92.9％ 

                             
5 各学校に生徒を供給する学校。すなわち、中学校ならば学区にある小学校を指す。 
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・ 1 クラスあたり 40 人、2部制を採用する。 

・ 学年毎に必要教室数を算出する（四捨五入）。 

・ 計画教室数の上限を 12 教室とする。なお、建築計画上の観点から、計画教室数は

偶数とする。そのため、計画教室数が 12 より少ない奇数となった場合には 1を差

し引いて偶数とする。 

 

表 ３-７ 生徒数予測及び計画教室数 

ID 

No. 

対象 

レベル  
G9 G10 G11 G12 合計 

計画 

教室数 

1 G9-12 
生徒数 789 569 151 140 1,649  

必要教室数 10 7 2 2 21 12 

2 G9-12 
生徒数 436 418 91 88 1,033  

必要教室数 5 5 1 1 12 12 

3 G9-12 
生徒数 430 306 80 87 903  

必要教室数 5 4 1 1 11 10 

4 G9-10 
生徒数 709 598 1,307  

必要教室数 9 7 16 12 

5 G9-10 
生徒数 758 526 1,284  

必要教室数 9 7 16 12 

7 G9-12 
生徒数 347 300 87 74 808  

必要教室数 4 4 1 1 10 10 

8 G9-12 
生徒数 834 745 199 194 1,972  

必要教室数 10 9 2 2 23 12 

 

（４） 計画コンポーネント 

最終要請コンポーネントのうち、第一優先とされた施設、家具を計画コンポーネントと

する。なお、施設コンポーネントのうち、実験室は化学、物理、生物を 1 室で兼用とし、

準備室 3室を整備する。また、図書室については、100 人用の図書室を 1室整備する。 

 

表 ３-８ 計画コンポーネント 

施設 普通教室、図書室、実験室、準備室、コンピューター室、生徒用トイレ、教

員用トイレ、管理室（校長・副校長・事務・秘書室）、記録室・倉庫、教員室 

家具 教室用家具、実験室用家具、事務用家具、図書室・倉庫用家具、コンピュー

ター室用家具 
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表 ３-９ 計画施設 

ID 

No. 

 

サイト名 
普通 
教室 

実験
室 

準備
室 

コンピ
ュータ
ー室 

図書
室 

管理棟 生
徒
用
ト
イ
レ
棟 

教
員
用
ト
イ
レ
棟 

管理
室 

記録室 
・倉庫 

教
員
室 

1 Endamariam Qorar 12 1 3 1 1 1 1 1 2 1 

2 Abraha Weatsbaha 12 1 3 1 1 1 1 1 2 1 

3 Aragure 10 1 3 1 1 1 1 1 2 1 

4 Maimegelta 12 1 3 1 1 1 1 1 2 1 

5 Zengee 12 1 3 1 1 1 1 1 2 1 

7 Korem 10 1 3 1 1 1 1 1 2 1 

8 Abiyi Adi 12 1 3 1 1 1 1 1 2 1 

 合計 80 7 21 7 7 7 7 7 14 7 

 

各計画対象校の計画規模は、上記各対象校の就学予定生徒数および既存施設の状況によ

り設定する。 

 

３-２-２-３建築計画 

 

（１） 配置計画 

 普通教室と実験室、管理諸室、図書室とコンピューター室棟、トイレ棟を機能ごとに

まとめた施設配置をする。 

 建物間のスペースを集会場、中庭として活用することを想定し建物を配置する。 

 図書室周辺は、屋外であっても生徒が読書などを行うことが多いため、静かな環境が

確保できるよう、普通教室、またトイレの動線から離した位置に配置する。 

 トイレ棟は男女のブロックの距離を確保し、動線を別とする。 

 建物は全体として敷地の中の主たる入り口に近い場所に配置し、とりわけ管理棟は入

り口側に配置する。 

 グラウンド（将来計画）の位置を想定する。 

 

（２） 平面計画 

各施設コンポーネントの規模は、TRSSE を基本とし、各室の面積を設定する。ただし、計

画規模を考慮し適宜調整する。 

 

① 普通教室 

1 教室の大きさは、生徒用の片肘付き椅子を 40 脚配置することを考慮し、芯々寸法：8.00m
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×6.60m＝52.80 ㎡（TRSSE：52.89 ㎡）とする。教室前面に幅員 1.8m（有効）の廊下を設け、

教室の入口は１箇所で扉の上部に欄間を設ける。また、窓は入口側をハイサイドライト、

反対側を腰高窓とする。正面の壁に黒板および掲示板を設置する。 

 

図 ３-１ 普通教室平面図 

 

 

② 図書室 

図書室は書庫・司書用スペース、読書自習スペースで構成する。TRSSE では、200 人用で

259.00 ㎡となっているが、本プロジェクトにおいては、100 人用（芯々寸法：16.00m×8.60m

＝137.6 ㎡）の図書室を設定する。 

図書室の入口は 1 箇所とし、窓は桁側の両面を腰高窓とする。読書自習スペースの壁に

黒板と掲示板を設置する。 

 

図 ３-２ 図書室平面図 

 

③ 実験室（物理・化学・生物：各１室） 

TRSSE では、実験室は、化学用実験室、物理用実験室、生物用実験室と、各実験室用の準

備室（教員室、倉庫）で構成されるが、本プロジェクトでは、化学・物理・生物兼用の実

験室 1室と、教科別の準備室 3室で構成する。実験室の規模は、TRSSE では、物理・化学用

実験室（152.75 ㎡/教員室、倉庫を含む）と生物用実験室（108.00 ㎡/準備室を含む）で異

なる大きさが設定されているが、本プロジェクトでは、実験室（芯々寸法：20.00m×6.60m

＝132 ㎡）1室に、準備室（芯々寸法：4.00m×6.60m＝26.4 ㎡）3室を設定する。 

実験室の入口は 2 箇所とし、窓は入口側と反対側の両面とも腰高窓とする。将来的に部

屋を仕切って２室として利用できるよう、室内の正面と背面の壁に黒板を設け、側面には

カウンターとシンクを設置する。また、室内の正面にデモンストレーション用テーブルを
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配置する。 

 

 

図 ３-３ 実験教室棟平面図 

 

④ コンピューター室 

TRSSE では、コンピューター室の大きさは 56.00 ㎡となっているが、同サイズはコンピュ

ーター20 台用の大きさである。他方、機材にかかるスタンダードでは生徒 1 人当たりコン

ピューター1 台となっていることから、本計画ではコンピューター机 40 台の配置が可能な

大きさ（芯々寸法：12.00m×8.60m＝103.2 ㎡）で整備する。またコンピューター室には、

サーバーおよび衛星放送設備も設置可能な準備室（芯々寸法：4.00m×4.95m＝19.8 ㎡）を

整備する。 

入口は 1箇所とし、コンピューター室の窓は桁側両面とも腰高窓とする。 

 

図 ３-４ コンピューター室平面図 

 

⑤ 管理棟 

管理棟は、機能上の観点から校長室、副校長室、秘書室、事務室を 1室（以下、管理室）、

記録室、倉庫を 1室、教員室を１室（30 人収容）とする。 

窓は入口側をハイサイドライト、反対側を腰高窓とする。諸室の前面に廊下を設け、幅

は芯々寸法：2.00m とする。 
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図 ３-５ 管理棟平面図 

 

⑥ トイレ 

トイレは生徒用を男女別棟で 8 ブース、教職員用を男女共用の 2 ブースとする。便器は

全てトルコ式の便器を用い、１ブースを 1.55ｍ×1.2m＝1.86 ㎡とする。排水はトイレの浸

透桝に流すこととし、汲み取りできる設計とする。 

 

 

図 ３-６ 生徒用トイレ棟平面図 

 

 

 

図 ３-７ 教員用トイレ棟平面図 
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（３） 施設プロトタイプ 

計画施設は下表のプロトタイプの組み合わせで計画する。 

 

表 ３-１０ 計画施設プロトタイプ 

棟名 タイプ名 教室数／部屋数 階数 
面積 

（㎡） 

教室棟 A 8C 普通教室（8教室） 2 階建て 659.60 

教室棟 B 6C 普通教室（6教室） 2 階建て 522.00 

実験・教室棟 L4C 
実験室（1室）＋準備室（3

室）＋普通教室（4教室） 
2 階建て 610.40 

管理棟 AD 
管理室＋記録室・倉庫＋教

員室 
平屋建て 275.20 

図書・コンピューター室棟 RIT 
図書室＋コンピューター室

＋準備室 
平屋建て 275.20 

生徒用トイレ棟生徒用 T 8 ブース 平屋建て 36.83 

教員用トイレ棟 TS 2 ブース 平屋建て 7.44 



３-１５ 

  

図 ３-８ 計画施設プロトタイプ 
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（４） 計画対象校の施設整備リスト 

各計画対象校に整備する施設内容、施設プロトタイプ、面積を下表に記す。 

 

表 ３-１１ 計画対象校の施設整備リスト 

 

（５） 断面計画 

断面計画にあたっては、現地事情を踏まえ以下の点に留意する。 

 雨季の床の冠水を避けるため、1階の床は地盤面より 45cm 以上高床とする。 

 トイレ棟以外の屋根形状は現地で近年普及している陸屋根とする。 

 自然通風を有効に取り入れるため、窓を梁下まで設ける。防犯と遮光の目的から花ブ

ロックを一階の窓に採用する。 

 図書・コンピューター室棟、管理棟は平屋で計画する。教室・実験室棟は 2 階建てで

計画する。 

 トイレ棟の屋根は片流れとし、自然換気のため壁は屋根まで立ち上げず、通風を確保

する。 

 

 

図 ３-９ 教室棟断面図 

ID 

No. 

サイト名 教室棟／ 

実験・教室棟 

普通 

教室数 

管理棟 図書・コ

ンピュ

ーター

室棟 

生徒

用ト

イレ

棟 

教員用

トイレ

棟 

延床 

面積 

（㎡） 

8C 6C L4C AD RIT T TS 

1 Endamariam 

Qorar 

1  1 12 1 1 2 1 1,902 

2 Abraha 

Weatsbaha 

1  1 12 1 1 2 1 1,902 

3 Aragure  1 1 10 1 1 2 1 1,764 

4 Maimegelta 1  1 12 1 1 2 1 1,902 

5 Zengee 1  1 12 1 1 2 1 1,902 

7 Korem  1 1 10 1 1 2 1 1,764 

8 Abiyi Adi 1  1 12 1 1 2 1 1,902 

合計 5 2 7 80 7 7 14 7 13,035 
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図 ３-１０ トイレ棟断面図 

 

（６） 構造・工法計画 

① 構造方式 

上部（柱、梁、壁、屋根）構造は、柱と梁、屋根を鉄筋コンクリート造で計画し、間仕

切り壁や廊下がある棟の廊下側の外壁にはコンクリートブロックを用いるが、一部の外壁

には現地産の石による組積壁とする。 

基礎は鉄筋コンクリート造の独立基礎とする。基礎の形状や深さは、各サイトの地盤状

況、建物の階数などに応じて設計する。 

 

② 設計外力 

EBCSでは、以下のように地震の危険度をゾーン0からゾーン4の 5段階に設定している。

構造設計に関しては、EBCS の耐震設計指針を参考に、ゾーン４に対応するように計画する。 

 

表 ３-１２ 地震ゾーン表 

地震ゾーン 4 3 2 1 0 

最大加速度（ガル) 100 70 50 30 0 

日本気象庁震度階に換算 5 弱 4 強 4 中 4 弱 0 

 

（７） 電気設備計画 

各室（普通教室、図書室、実験室、コンピューター室、管理室、記録室・倉庫、教員室、

トイレ）には、電気設備（分電盤、照明、コンセント）を整備する。施工性、将来的なメ

ンテナンスを考慮し、露出配管（鋼管）とする。電気の引き込みは、敷地境界に引き込み

用の電柱を本工事で設置し、敷地外からの引き込み、電気メーター設置は「エ」国政府の

負担工事とする。 

 

（８） 給排水衛生設備計画 

相手国負担工事となるサイトまでの水道の引き込みには相当の時間を要することが考え

られるため、本計画における給排水衛生設備は以下のとおりとする。 

 給水設備（給水管、給水栓など）は計画に含めず、将来的な相手国負担工事とする。 
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 実験室にはシンクのみを設け、排水用に浸透ますを設置する。 

 トイレ用の手洗いは相手国工事とする。 

なお、トイレの汚水槽は、残った汚物を定期的に汲み取れる設計とする。 

 

（９） 建築資材計画 

本プロジェクトの施設仕様を下表に示す。 

 

表 ３-１３ 本プロジェクトの施設仕様 

部位 現地標準仕様 本案件の仕様 採用理由 

主

要 

構

造

部 

基礎 鉄筋コンクリート造独立基礎 同左 現地仕様に準じる 

柱・梁 鉄筋コンクリート造 同左 現地仕様に準じる 

壁 コンクリートブロック積み 同左/一部現地産天然石積み 現地仕様に準じる 

屋根構造 木トラス（ユーカリ） 鉄筋コンクリート造 耐久性の向上 

外

部 

外壁 

（廊下に面

する部分・教

室棟２階） 

モルタルに塗装／モルタルチ

ロリアンに塗装 
同左 現地仕様に準じる 

外壁 

（上記以外） 

モルタルに塗装／モルタルチ

ロリアンに塗装 
現地産天然石積み（あらわし） 現地仕様に準じる 

外部床 
モルタル下地にセメントタイ

ル 
同左 現地仕様に準じる 

犬走り 現地産天然石張り 現地産天然小舗石（ピンコロ） 現地仕様に準じる 

屋根 亜鉛メッキ波型鋼板 アスファルト防水 耐久性の向上 

開口部 現地製鋼製枠、ガラス 海外製鋼製枠 品質、耐久性の向上 

浄化槽 現地産天然石組積造 同左 現地仕様に準じる 

内

部 

床 モルタル下にセメントタイル モルタル下地にテラゾータイル 品質、耐久性の向上 

内壁 モルタルに塗装 
モルタルに塗装／モルタルに石

膏プラスター仕上げ 
耐久性の向上 

幅木 セメントタイル テラゾータイル 品質、耐久性の向上 

天井 
木製下地、パーティクルボード、

塗装 
鉄筋コンクリート造、塗装 

施工性の向上 

外

構 
歩道 現地産天然石張り（乱積み） 現地産天然小舗石（ピンコロ） 現地仕様に準じる 

 

（１０） 外構工事 

本プロジェクトの外構工事として、建物（棟）周囲および建物間の舗装、側溝、植栽

スペース、浸透ます、フラッグポールを整備する。 

 

（１１） 家具計画 

各室に整備する家具品目と数量を下表に記す。家具の種類と数量は必要最小限とし、現

地で一般的な仕様とする。 
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表 ３-１４ 各部屋に整備される家具名および数量 

室名 家具名（ ）内は数量 

教

科

部

門 

普通教室 
片肘付き椅子：（40）、教員用机：（1）、教員用椅子：（1）、黒板：（1）、

掲示板：（1） 

図書室（100 人用） 
図書机：（17）、椅子：（102）、ファイルキャビネット：（1）、司書用机：

（1）、司書用椅子：（１）、本棚：（10）、黒板：（1）、掲示板：（1） 

実験室（物理、化学、

生物） 

スツール：（41）、生徒机：（20）、デモンストレーションテーブル：（1）、

黒板：（2） 

準備室 教員用机（1）、教員用椅子：（1）、戸棚：（5） 

コンピューター室 
コンピューター机：（40）、コンピューター椅子：（40）、教員用机：（1）、

教員用椅子：（１）、本棚：（1）、ホワイトボード：（1）、掲示板：（1） 

管

理

部

門 

管理室 

校長用机：（1）、校長用両肘付き椅子：（1）、秘書用机：（1）、秘書用椅

子：（1）、打合せ机：（1）、客用椅子：（16）、副校長用机：（2）、副校長

用両肘付き椅子：（2）、事務員用机：（4）、事務員用椅子：（4）、戸棚：（8）、

ファイルキャビネット：（8）、掲示板：（3） 

教員室 教員用椅子：（30）、打合せ机：（5）、黒板：（1）、ロッカー：（30人分） 

記録室・倉庫 
事務員用机：（2）、事務員用椅子：（2）、戸棚：（5）、客用椅子：(2)、フ

ァイルキャビネット：（1）、本棚：（8） 

 

 

３-２-３概略設計図 

 

 教室棟 A      8C タイプ 

 教室棟 B      6C タイプ 

 実験・教室棟    L4C タイプ 

 管理棟    AD タイプ 

 図書・コンピューター室棟  RIT タイプ  

 生徒用トイレ棟   T タイプ 

 教員用トイレ棟   TS タイプ 
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立面図（廊下側）

立面図（妻側） 断面図

立面図（教室側）

     教室棟A ８Ｃタイプ　－８教室　２階建て－　　　　　　Ｓ＝1/300
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     教室棟B ６Ｃタイプ　－６教室　２階建て－　　　　　 Ｓ＝1/300
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立面図（廊下側）

立面図（妻側） 断面図

立面図（教室側）

     教室棟B ６Ｃタイプ　－６教室　２階建て－　　　　　　Ｓ＝1/300
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     実験・教室棟 L4Ｃタイプ　－実験室・4教室　２階建て－　　　Ｓ＝1/300
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１階平面図

4000 4000 20000 4000 4000

36000

普通教室普通教室普通教室

廊下

普通教室

A階段

5
0
0
0

2
0
0
0

1
6
0
0

8
6
0
0

廊下

実験室 準備室準備室準備室

倉庫

4000 4000 20000 4000 4000

5
0
0
0

2
0
0
0

36000

1
6
0
0

8
6
0
0

3-24



立面図（廊下側）

立面図（妻側） 断面図

立面図（教室側）

     実験・教室棟 L4Ｃタイプ　－実験室・4教室　２階建て－　　　Ｓ＝1/300
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平面図

立面図（入口側）

立面図

立面図（妻側） 断面図

    管理棟  ADタイプ　－平屋建て－　　　　　　    　　　Ｓ＝1/300
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３-２-４ 施工計画／調達計画 

 

３-２-４-１ 施工方針／調達方針 

 

（１） 基本事項 

本プロジェクトは、日本国政府により閣議承認され、両国間で無償資金協力にかかる交

換公文（E/N）及び贈与契約（G/A）が締結された後、正式に実施されることとなる。 

その後、「エ」国政府と日本法人のコンサルタント会社が契約を締結し、施設・機材の詳

細設計が行われる。詳細設計図面及び入札図書の完成後、一定の資格を満たす日本法人企

業を対象とする競争入札が行われ、選定された企業と「エ」国政府の間で締結する建設工

事・機材調達契約に従って施設の建設及び機材の調達が行われる。 

 

（２） 実施体制 

① エチオピア側事業実施体制 

本計画におけるエチオピア側の実施体制として E/N、G/A の署名・締結及び実施における

契約業務は、主管官庁である財務経済協力省（Ministry of Finance and Economic 

Cooperation）が行い、実施機関は TREB である。 

 

② 国際協力機構 

独立行政法人国際協力機構（JICA）は、無償資金協力事業において、被援助国政府に供

与された資金が、円滑かつ適正に使用されることを確認するための実施監理業務を行う。 

 

③ コンサルタント 

本計画の建設資機材調達・施設建設を円滑に実施するため、日本のコンサルタントが TREB

と設計監理業務契約を締結し、本計画に係わる実施設計と施工監理業務を実施する。コン

サルタントは入札図書を作成すると共に、施工・調達会社の選定と建設工事・機材調達契

約の締結を支援する。またコンサルタントは常駐施工監理者（建築技術者）を現地に常駐

させ、品質管理・工程管理を含む総合的な施工監理を実施する。 

 

④ 施工・調達会社 

一般競争入札により選定される日本法人の施工・調達会社は、TREB との間で締結する建

設工事・機材調達契約に則り、契約図書に従って履行期限内に建設工事、機材調達を実施

する。建設工事の施工及び機材の調達に当っては、施工・調達会社は本プロジェクトの規

模と内容に見合った効率的な施工・調達体制を現地に構築する。 

 

事業実施段階における各機関の関係と事業推進の体制を次図に示す。 
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図 ３-１１事業実施体制 

 

（３） 施工・調達の基本方針 

 現地の建設事情を反映した効率的な事業の実施、並びに建設技術の移転を図るため、

現地の建設事情や調達事情に明るい現地コンサルタント及び現地建設会社を最大限活

用する。 

 施工現場における安全管理、品質管理及び工程管理を徹底し、これらに関して本邦建

設会社が持つ技術を最大限に活用する。 

 工事全般にわたり建設現場内の安全維持、盗難防止に対して十分に配慮する。 

 施工にあたっては、現地の建設会社との協調が建設工事の成功に不可欠であり、元請

と現地下請との役割分担の明確化と適切な人員配置に留意し、スムーズな管理が行わ

れるよう組織体制を築く。 

 

３-２-４-２ 施工上／調達上の留意事項 

本プロジェクトの円滑な実施には、エチオピア側の負担工事の確実な実施が不可欠であ

る。TREB により建築の許認可を取得し、遅滞なく建設予定地の整地、造成、既存障害物撤

去等が行われるよう、TREB の実務担当者及び日本側担当者の間で、詳細な工程を検討する。 

また、資材の調達と現場搬入時期の設定を行うこと、特に調達期間を要する資材について

は現場搬入までの期間等を十分考慮した上で後戻りのない工程を設定し、工程計画どおりの

完成を目指すことが必要である。その他、本プロジェクトで留意すべき点は以下のとおりで

ある。 

１）各サイトの敷地の広さや形状、前面道路の状況、計画施設の配置などに考慮して、

それぞれのサイトに適した仮設計画を立てる。 

２）サイトによっては幹線道路からさらに奥に入ったところに位置するものもあり、雨

期における工事車両のアクセス困難が予想される。雨季には、降雨による工事中断
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や、不十分な養生による品質低下が生じる可能性がある。雨季を避けた工事は現実

には不可能であるため、工期に余裕を持たせた工程計画とする。 

 

３-２-４-３ 施工区分／調達・据付区分 

工事着工に先立つ準備工事として、アクセス道路整備、整地・造成及び障害物の撤去があ

る。また、施設完工までに「エ」国側によりインフラの敷地内引き込みと計画建物への接続

が実施されなければならない。 

日本国と「エ」国の施工・調達区分を以下に示す。 

 

（１） 日本国側の負担事項 

① 計画施設建設工事（計画対象校 7校における施設建設） 

② 日本側工事と一貫して行う必要がある造成工事や外構、擁壁等の構築 

 

（２） 「エ」国側の負担工事／調達 

① 敷地の確保 

② 建設に必要な関係官庁の許認可の取得 

③ 建設工事着手前に工事用車輌の主要道路からのアクセスの確保及び整備 

④ 整地、造成工事（日本側工事に含まない部分についてのみ） 

⑤ 建設予定地内の地上及び地中埋設障害物の撤去工事 

⑥ 本設電力及び市水の引き込み工事 

⑦ 門、囲い塀の整備 

⑧ グラウンドの整備 

 

３-２-４-４ 施工監理計画／調達監理計画 

本プロジェクトでは、ティグライ州に分散する 7 のサイトにおける建設工事を限られた

工期内に完了させる必要があるため、実施機関への綿密な報告と打ち合わせや建設会社へ

の適切な指示、指導など、施工監理業務が適切に実行される必要がある。そこで本プロジ

ェクトでは以下に述べる一般監理と常駐監理の 2本立てで監理を行う。 

 

（１） 日本で行う一般監理 

準備調査を担当したコンサルタントの総括者が、詳細設計を担当した技術者とともに全

体工程の監理、総合的な技術的判断、常駐監理者の専門領域以外の事項に対する技術的判

断・指導、及び JICA 本部への定期報告を行う。 

 

（２） 現地で行う監理 

施工監理の実績を有する技術者が 1 名常駐し、ローカル技術者とともに工程、施工図・

施工要領書の検討・指導、資機材の材料承認、建設会社への一般技術指導、中間検査・竣
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工検査の実施、監理情報の収集、監理報告書の作成、及び本プロジェクトに関する定期的

な報告をエチオピアの主管官庁に対して行う。 

施工監理は、コンサルタント監理事務所を州都メケレに置く。常駐監理者は毎月アジス

アベバに行き、JICA 事務所及び在「エ」国日本国大使館に進捗報告を行う。 

さらに、建築、構造、設備の各担当者が適宜スポット監理のために現地を訪れ、常駐監

理をサポートする。 

 

３-２-４-５ 品質管理計画 

品質管理は、設計図書及び施工監理計画書に従い、工程、仕様、材料、施工手順、検査

方法、要求品質等を記載した施工要領書を作成し、コンサルタントが確認・承認を行う。 

下表に躯体工事段階における主な品質管理項目を示す。 

 

表 ３-１５ 躯体工事段階における主な品質管理項目案 

工事 
品質管理 
項目 

検査方法 検査頻度 

土工事 
床付面の地盤状
況（地質調査結
果との相違等） 

目視 基礎掘削後 

鉄筋・型枠工事 

鉄筋材料 
ミルシートの照合又
は引張り強度試験 

サイズ毎 

かぶり厚および
加工精度） 

配筋検査 コンクリート打設前 

加工精度 型枠検査 コンクリート打設前 

コンクリート工事 

材料 
セメント：品種 
骨材：粒度 

配合計画時 

試験練り 
供試体による圧縮試
験 

使用材料毎に 1回 

圧縮強度 
施工基地に試験機を
設置。供試体による
圧縮破壊試験 打設部位毎かつ 150 ㎥毎 

スランプ スランプ試験 
塩化物含有量 カンタブ 

 

３-２-４-６ 資機材等調達計画 

「エ」国では、主要な建設資材は、国内市場にて調達可能である。鉄筋は自国生産のも

のと、トルコ等からの輸入品の現地調達が可能である。また、セメントについては近年国

内にセメント工場が複数開設したため国内品の供給が安定しているが、中国産、パキスタ

ン産のものも流通している。コンクリートに関しては、骨材、砂の品質規定が重要となる。

家具はアジスアベバの他、メケレにも工場があり、比較的良質でまとまった数量の家具が

生産可能である。材料手配、製作期間を適切に設定し調達する。主要資機材の調達先を下

表に記す。 
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表 ３-１６ 建設用資材・機械調達先 

資機材名 
調達先 

備考（原産国） 
現地 日本 第三国 

セメント ○   国産、輸入品（中国、パキスタン等） 

コンクリート用骨材 ○    

鉄筋 ○   国産、輸入品（トルコ等） 

鉄骨 ○    

型枠用材 ○   国産、輸入木材（オーストラリア等） 

合板 ○    

コンクリートブロック ○    

木材 ○   国産、輸入木材（オーストラリア等） 

鋼製建具 ○   枠材は海外から輸入 

ガラス類 ○    

塗装用材 ○    

配電盤類 ○    

電線・ケーブル ○    

コンジットパイプ ○    

照明器具 ○    

管材 ○    

バルブ、配管付属金物 ○    

 

３-２-４-７ 実施工程 

本プロジェクトの実施工程は無償資金協力の仕組みに沿った日本国側、「エ」国側による

それぞれの負担工事及び所要手続きが遅延なく行われることを前提とする。両国間で E/N、

G/A 締結後に、詳細設計、入札・契約、施工の 3段階で実施される。 

 

（１） 詳細設計段階 

コンサルタントは概略設計に基づき、詳細設計図、仕様書、数量書等を作成する詳細設

計を行う。詳細設計期間中の適切な時点で「エ」国側関係機関と打ち合わせを行い、最終

成果品の承認を得た上で入札段階に進む。これに要する作業期間は 4.0 ヶ月と想定される。 

 

（２） 入札・契約段階 

詳細設計段階終了後、日本において入札参加資格事前審査（Pre-qualification, PQ）が

行われる。審査結果に基づき、「エ」国側が入札参加業者を招集し、関係者立会いの元に入

札を行う。最低価格を提示した入札者が、その入札内容が適正であると評価された後に落

札者となり、「エ」国政府と工事契約を取り交わす。これに要する作業期間は 2.5 ヶ月と想

定される。 

 

（３） 施工段階 

日本政府による工事契約の認証後、建設工事に着手する。「エ」国側負担工事が円滑に実

施されれば、本プロジェクトの施設規模から判断して、1 校あたりの工期は 14 ヶ月と見込
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まれる。ただし、モデル校 1 校については 2 ヶ月間先行して工事を進めるため、全体の工

期は 16 ヶ月となる。なお、工期設定においては、雨季（6～9月）の着工（準備工事期間を

除いた本格着工）を避けることと、雨季期間中の作業停滞に留意が必要である。 

 

以上の実施工程を下表に示す。 

 

表 ３-１７ 実施工程表 

期間

作業項目 11 12 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3

△

△

△

凡例： ：現地業務期間 ：国内作業期間 △—―△ ：報告書等の説明 ：雨季

：先行モデル ：後行グループ

閣議

E/N、G/A

コンサルタント契約

準備工事

建設工事

家具据付
検査・補修

入札～業者契約

工事工期（全体）

詳細設計

2019年

2018年度

2017年2016年 2018年

2016年度 2017年度

工期16カ月
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３-３ 相手国側負担事業の概要 

 

本プロジェクトを日本国の施設・機材調達方式（本邦企業活用型）により実施する上で、

エチオピアが負担すべき事項は以下のとおりである。 

 

３-３-１ 一般事項 

 

（１） 入札前 

1. G/A 後 1 ヶ月以内に、銀行口座を開設する 

2. 入札図書通知前に、建設用地および仮設施設に必要な土地を確保すること 

3. 入札図書通知前に、既存施設及び障害物の解体撤去工事、必要な盛土、切土、整地等の

準備工事を行うこと 

4. 入札図書通知前に、建物を建設する権利を確保すること 

 

（２） プロジェクト実施期間中 

1. 日本にある銀行取り決め（B/A）に基づき、A/P の通知手数料、および支払い手数料を

負担すること 

2. プロジェクトに使用される資機材を非課税とし、輸入通関が速やかに行われることを

保証すること 

3. 本プロジェクトに携わる日本国民、または第三国国民に対し、エチオピアへの入国、

並びに滞在に必要な便宜を供与すること（G/A で使用される、「国民」とは日本の自然

人または、日本の自然人によって経営される日本法人、第三国民の場合は、第三国の

自然人または、第三国の法人を指す。） 

4. VAT はティグライ州政府が負担する。 

5. 本プロジェクトの範囲内で、日本の無償資金協力によって負担される費用以外の全て

の費用を負担すること 

6. 毎月プロジェクトモニタリングレポートを提出すること 

7. 工事開始前にサイト周りの道路を整備すること 

8. 工事完了の６ヶ月前までに電力、上水道、排水路、その他付随的設備の敷地内への引

き込みと接続工事を行うこと 
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（３） プロジェクト後 

本プロジェクトで供与される施設機材について、維持管理に必要な予算・人員を確保し、

定期的な検査を行い、適切かつ効果的に使用し、維持すること。 

 

３-３-２ 計画対象サイト別負担事項 

計画対象サイト毎にエチオピア側が行うべき負担事項は次項の通りである。TREB は各ゾ

ーン・ワレダに対して遅滞なく負担事項が行われるよう申し入れ、必要に応じて適宜進捗

を確認する。 
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表 ３-１８ 計画対象サイト毎負担事項  

ID 

No. 
サイト名 ワレダ ゾーン 

アクセス道路 

建設 
造成 伐採・障害物撤去 電気接続 

門・囲い塀・守衛小

屋整備 

工事開始前 工事開始前 工事開始前 
工事完了 

6 ヶ月前 

工事完了 

6 ヶ月前 

1 
Endamariam 

Qorar 
Degua temben 

South 

Eastern 
- 

切土：1701.9 ㎥ 

盛土：24.8 ㎥ 
- 100m 

門：1ヶ所 

囲い塀：1200m 

守衛小屋：1ヶ所 

2 
Abraha 

Weatsbaha 

Kilte 

Awlaelo 
Eastern 

80m 要補修・

200m 新設 

切土：265.5 ㎥ 

盛土：608.8 ㎥ 

石垣 300m,、石造倉庫、 

 樹木 2000 ㎡、 

穴埋め戻し 

200m 

門：1ヶ所 

囲い塀：650m 

守衛小屋：1ヶ所 

3 Aragure Enderta 
South 

Eastern 
250m 要補修 

切土：0 ㎥ 

盛土：4416.5 ㎥ 

（石の撤去含む） 

- 25m 

門：1ヶ所 

囲い塀：800m 

守衛小屋：1ヶ所 

4 Maimegelta 
Saesie 

Tsaeda Enba 
Eastern 60m 要補修 

切土：90.5 ㎥ 

盛土：1519.7 ㎥ 
- 100m 

門：1ヶ所 

囲い塀：1000m 

守衛小屋：1ヶ所 

5 Zengee Weree Leke Central 1.2km 要補修 
切土：3184.7 ㎥ 

盛土：36.3 ㎥ 
樹木 2本 25m 

門：1ヶ所 

囲い塀：600m 

守衛小屋：1ヶ所 

7 Korem Korem Southern 
550m 新設（膨張

土） 

切土：935.5 ㎥ 

盛土：86.7 ㎥ 
- 500m 

門：1ヶ所 

囲い塀：550m 

守衛小屋：1ヶ所 

8 Abiyi Adi Abiyi Adi Central 
500m 新設（膨張

土） 

切土：1576 ㎥ 

盛土：861.8 ㎥ 
- 350m 

門：1ヶ所 

囲い塀：800m 

守衛小屋：1ヶ所 

 



 ３-３９ 

３-４ プロジェクトの運営・維持管理計画 

 

３-４-１ 運営計画 

本プロジェクトで整備される施設に配置される教職員は、各学校が所属する WEO が採用

する。WEO は、必要な教職員の補充を TREB に申請するとともに、予算についてはワレダ事

務所に申請を行う。 

その他の学校運営と維持管理は、WEO と TREB の監督の下、各学校が行う。 

 

（１） 教員配置 

各学校にはその計画規模に応じて、科目毎の教員が新規配置される必要がある。整備さ

れる教室数および、カリキュラムを考慮した各校の必要教員数は表 3-19 のとおり試算され

る。なお、試算の際、以下の点を前提とした。 

・ 全校 2部制で運営され、午前・午後シフト共に全教室が使用される。 

・ 週当たりの授業コマ数は 306とする。 

・ 教員 1名あたりの担当コマ数は、週 227とする。 

 

表 ３-１９  新規配置が必要な教員数 

ID 
No. 

サイト 学年 
計画 

教室数 
(a) 

2 シフトに 
おけるクラ

ス数 
(b)=(a)*2 

2 シフトで
の週当たり
コマ数 

(c)=(b)*30 

必要教員数 
(d)=(c)/22 

既存 
教員数 
(e) (*) 

新規配置が
必要な教員

数 
(f)=(d)-(e) 

1 
Endamariam 

Qorar 
G9-12 12 24 720 33 18 15 

2 
Abraha 

Weatsbaha 
G9-12 12 24 720 33 0 33 

3 Aragure G9-12 10 20 600 28 13 15 

4 Maimegelta G9-10 12 24 720 33 0 33 

5 Zengee G9-10 12 24 720 33 0 33 

7 Korem G9-12 10 20 600 28 0 28 

8 Abiyi Adi G9-12 12 24 720 33 0 33 

合計 190 

(*)No, 1 と No. 3 では仮運営を開始しており、調査時点（2016 年 4 月）で上表(e)に記さ

れた教員が既に配置されていた。 

 

                             
6 カリキュラムでは、週当たりの授業コマ数として、G9-10：32（母語 2を含む）、G11-12：35 が挙げられ

ているが、既存校調査では、2部制の採用で 1日 6コマ、週 5日、すなわち週当たり 30 コマが実施されて

いた。 
7 教育スタンダードによれば、1週間につき 22.5 コマ以内。既存校調査の聞き取りでは、1週間につき 20

～24 コマとのことであった。 
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（２） 職員配置 

各校には、校長、副校長をはじめ、総務・財務担当、倉庫係、秘書等の新規配置が必要

である。下表に、TREB と合意した 1 校あたりに必要とされる職員とその人数を示す。この

ほか、各校では学校独自の予算により清掃員が雇用される。 

なお、仮運営を開始している No. 1 では 3人、No. 3 では 5人の職員が既に配置されてい

たため、これらの職員が継続勤務する場合は、14 人より勤務中職員を減じた職員を配置す

る。 

表 ３-２０ 1 校あたり必要な職員 

職員名 1 校あたりの必要人数 

校長 1 

副校長 2 

ユニットリーダー 2 

総務・財務 1 

倉庫係 1 

秘書 1 

記録係 1 

図書館司書 1 

ラボテクニシャン 1 

IT テクニシャン 1 

守衛 2 

合計 14 

 

（３） 運営経費 

エチオピアの公立学校は、初等教育（G1-G8）と前期中等教育（G9-G10）は無償で実施さ

れ、後期中等教育（G11-G12）は授業料が必要となる。既存校調査（2016 年 4 月）では、生

徒 1 人あたり 80～200 ブル／年（405～1,013 円／年：1ブル＝約 5.065 円 （2017 年 2月））

の授業料が徴収されていた。徴収された授業料は学校運営に使用される。 

学校運営のために政府から配賦される資金は下表のとおりであり、これらの資金は教育

活動および女子トイレ建設に支出が認められている。具体的には、チョーク、文房具、教

材、実験用薬品、トレーニングにかかる費用等に支出される。これらの資金が遅滞なく配

賦される必要がある。 
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表 ３-２１ 政府から配賦される運営経費（生徒一人あたり） 

教育レベル 名称 資金源 

前期中等教育（G9-G10） ブロックグラント（60 ブル／人・年）約 304 円 政府 

スクールグラント（60 ブル／人・年）約 304 円 GEQIP2 

後期中等教育（G11-G12） スクールグラント（70 ブル／人・年）約 355 円 GEQIP2 

1 ブル＝約 5.065 円 （2017 年 2 月） 

 

上記以外に学校運営に必要となる光熱水料、施設維持管理費、修理代、清掃員の雇用等

は学校のインカムジェネレーションやコミュニティからの寄付、バザーの収入等によって

賄われている。既存校における調査では、学校のインカムジェネレーションとして、施設

をトレーニングや会議に貸し出す、敷地内の草木を売る、野菜を育てて売る、敷地を農地

として貸し出す等が挙げられた。政府から配賦される資金と学校独自の資金は PTA が管理

している。 

 

３-４-２ 維持管理計画 

上記（３）に記載のとおり、維持管理は学校独自の収入によって賄われている。既存校

調査（2016 年 4 月）においては、PTA は必要に応じてバザーを実施するなどの資金面のみ

ならず、労務提供等によって積極的に学校運営・維持管理に参加しており、本プロジェク

トで新設される学校においても適切に維持管理されると考えられる。 
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３-５ プロジェクトの概略事業費 

 

３-５-１ 協力対象事業の概略事業費 

 

（１） エチオピア側負担経費 

6,215,000 ブル 

下表内の数値は 2016 年 4～5 月の現地調査時に得た情報を基に日本側が試算した概算額

である。 

 

表 ３-２２ 「エ」国側負担経費内訳 

費目 金額 (ブル) 日本円換算（百万円） 

造成工事 1,700,000 9.06 

アクセス道路整備 852,000 4.54 

門、囲い塀、守衛小屋の整備 2,695,000 14.37 

障害物除去工事（地上及び地下） 44,000 0.23 

電気設備接続工事 650,000 3.47 

銀行手数料 274,000 1.46 

合計 6,215,000 33.13 

 

（３） 積算条件 

① 積算時点  ： 2016 年 5 月 

② 為替交換レート ：1.00 USD＝113.65 円、1.00 ETB＝5.330 円 

③ 施工・調達期間 ：工事期間は表 3-17 の事業実施工程に示すとおり。 

④ その他  ：積算は日本国政府の無償資金協力制度を踏まえて行うことと

する。 

 

３-５-２ 運営・維持管理費 

 

（１） 教員給与 

３－４－１（１）に記載したように、対象 7校では合計 190 人の新規教員の雇用配置が必

要となる。必要となる年間人件費は 7,524,000 ブル8（1 ブル＝約 5.065 円 （2017 年 2 月））

と試算される。 

 

（２） 職員給与 

３－４－１（２）に記載したように、対象 7校では、合計 90 人の新規職員の雇用配置が

                             
8 教員一人当たりの月給は、TREB より入手した普通レベルの教員給与の平均値約 3,300 ブル（前期中等教

員 2,872 ブル、後期中等教員 3,740 ブル）を採用した。 
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必要となる。必要となる年間人件費は 221,457/月 × 12 か月=2,657,484 ブル（1ブル＝約

5.065 円 （2017 年 2 月））と試算される。 

 

表 ３-２３ ７校の年間職員人件費 

職員名 月額給与（ブル）9 必要人数 必要月額（ブル） 

校長 4,867 5 24,335 

副校長 4,267 14 59,738 

ユニットリーダー 3,278 14 45,892 

総務・財務 2,008 6 12,048 

倉庫係 1,305 6 7,830 

秘書 1,305 7 9,135 

記録係 1,305 7 9,135 

図書館司書 2,298 7 16,086 

ラボテクニシャン 2,197 7 15,379 

IT テクニシャン 2,197 7 15,379 

守衛 650 10 6,500 

合計 - 90 221,457 

1 ブル＝約 5.065 円 （2017 年 2 月） 

（３） 学校運営経費 

３－４－１（３）に記載したように、政府から配布される運営経費はブロックグラント

とスクールグラントである。このほか、高校部門では生徒から授業料が徴収され、運営費

に加算される。スクールグラントと授業料の合計は、各校の収容生徒数から試算すると下

表のとおり年間 840,000 ブル（1ブル＝約 5.065 円 （2017 年 2 月））となる。 

 

表 ３-２４ 計画対象学校毎学校予算試算 

ID 
No.

サイト名 Type
整備

教室数

収容可能生
徒数（2部
制）

ブロックグ
ラント（ブ
ル／年・
人）

スクール
グラント
（ブル／
年・人）

授業料
（ブル／
年・人）

合計（ブ
ル／年）

G9-10 10 800 60 60 96,000
G11-12 2 160 0 70 140 33,600
G9-10 10 800 60 60 96,000
G11-12 2 160 0 70 140 33,600
G9-10 8 640 60 60 76,800
G11-12 2 160 0 70 140 33,600

4 Maimegelta G9-10 12 G9-10 12 960 60 60 115,200
5 Zengee G9-10 12 G9-10 12 960 60 60 115,200

G9-10 8 640 60 60 76,800
G11-12 2 160 0 70 140 33,600
G9-10 10 800 60 60 96,000
G11-12 2 160 0 70 140 33,600

840,000計

8 Abiyi Adi G9-12 12

7 Korem G9-12 10

3 Aragure G9-12 10

2
Abraha 
Weatsbaha

G9-12 12

想定される教室
数内訳

1
Endamariam 
Qorar

G9-12 12

 

1 ブル＝約 5.065 円 （2017 年 2 月） 

                             
9 TREB より入手 
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（４） 維持管理費 

本プロジェクトで整備する施設は、引渡し後数年間は維持管理を必要としない。その後

に予想される維持管理項目、頻度、経費を下表に示す。これらの維持管理にかかる費用は、

通常の維持管理として学校独自の収入によって賄うことが困難であるため、ティグライ州

として確保が必要である。維持管理に必要な年間額310,500ブルは、ティグライ州の2015/16

年度の投資予算（4,481,953,798 ブル）の約 0.007％であるため、負担可能であると考えら

れる。（1ブル＝約 5.065 円 （2017 年 2 月）） 

 

表 ３-２５ 施設維持管理項目および経費 

項目 頻度 年間あたり経費(ブル) 

屋根防水 13 年に 1度 182,000 

外壁 10 年に 1度 15,000 

内壁 5 年に 1度 63,000 

黒板 5 年に 1度 1,000 

建具・鉄部 5 年に 1度 45,000 

トイレ沈殿物除去 5 年に 1度 1,000 

光熱費 - 3,500 

合計 310,500 

1 ブル＝約 5.065 円 （2017 年 2 月） 

 

なお、先述のように簡易な施設修繕については、労務提供以外にも、PTA を中心に必要に

応じた財政支援がなされている。従って、本プロジェクトで整備された各施設に関しても、

同様に維持管理へのコミュニティの支援・関与がなされるものと考えられる。



第 4 章プロジェクトの評価 
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第４章 プロジェクトの評価 

 

４-１ 事業実施のための前提条件 

計画サイト毎に必要となる用地整備、アクセス道路の整備、給水の確保、電気の引き込

み等については、「エ」国側の負担事項として TREB 主導のもとに、各対象校の管轄である

ワレダ教育局が対応することになっている。計画対象校の殆どは、伐採などの準備工事が

必要となるため、上述事項が遅延なく実施されることが前提条件となる。 

 

４-２ プロジェクト全体計画達成のために必要な相手方投入 

（１） 本プロジェクトにより新設、または教室等の増設がなされる学校に対し、必要な

教職員の配置が遅延なく行われる。 

（２） 本プロジェクトにより新設される学校に対し、その規模に応じた、適正な人数の

生徒の受け入れ、及び適切なクラス編成が行われる。 

（３） 本プロジェクトにより新設される学校において、運営・維持管理費に必要な経費

が確保・割り当てられる。 

（４） 本プロジェクトにより新設される学校において、施設の運営・維持管理が適切に

行われる。 

 

４-３ 外部条件 

（１） 各プロジェクト対象校において、就学人口が想定以上に増加しないこと。 

（２） 想定以上の物価高騰が起こらず、必要資機材の調達が計画通り行われること。 

 

４-４ プロジェクトの評価 

 

４-４-１ 妥当性 

本プロジェクトでは、以下の理由により、我が国の無償資金協力による協力対象事業の

実施が妥当であると判断される。 

（１） 本プロジェクトの裨益対象は、ティグライ州における生徒約 6,400 人の一般国民

である。 

（２） 本プロジェクトの目標は、ティグライ州の計画対象地における中学校及び中高一

貫校新設を通して中等教育へのアクセス及び学習環境が改善されることであり、

我が国の無償資金協力の目的である初等・中等教育などを含む BHN、及び人造りに

合致する。 

（３） 本プロジェクトの各計画対象校における運営・維持管理は、日常の学校活動にお

いて対応可能な、高度な技術を必要としないものであり、「エ」国側独自の資金と

人材・技術で実施することができる。 

（４） 本プロジェクトは、ESDP における質を伴ったアクセスの向上、及びそれに対応す
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るための教育施設の拡充の達成に資するものである。 

（５） 本プロジェクトは、長期的かつマクロ的観点からの経済効果は期待されるものの、

プロジェクト実施に伴う直接的な収益性はない。 

（６） プロジェクト実施にあたり、環境社会面における特筆すべき負の影響はない。 

（７） 我が国の無償資金協力の制度により、特段の困難なくプロジェクトの実施が可能

である。 

（８） 本プロジェクトは、我が国支援の先行無償資金協力案件である、「オロミア州小学

校建設計画」、「アムハラ州中学校建設計画」及び「南部諸民族州小・中学校建設

計画」等からの経験、教訓およびフィードバックを有効活用することができるた

め、より効率的、効果的なプロジェクト運営・実施が可能といった優位性がある。 

 

４-４-２ 有効性 

 

（１） 定量的効果 

定量的効果に関しては、表４－１に示す指標に基づき、基準値から目標値への達成状況

により確認される。 

表 ４-１ 成果指標 

成果指標 基準値 

（2016 年実績値） 

目標値（2022 年） 

【事業完成 3年後】 

継続利用されている教室数（室） 0 80 

新規就学人数（人） 0 6,40010 

 

（２） 定性的効果 

・ 中等教育の就学環境改善による就学率向上に寄与する。 

 

                             
10 80 教室×2シフト×40 人／教室 
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資料 1 調査団員・氏名 

 

(1) 現地調査Ⅰ 

 

(2) 現地調査Ⅱ 

 

  

 氏名 担当業務 所属 

1 山田理 総括 JICA資金協力支援部国際協力専門員 

2 田口晋平 協力企画 JICA人間開発部基礎教育第二課 

4 杉浦晃 業務主任/建築計画 ㈱毛利建築設計事務所 

5 設楽知弘 副業務主任 ㈱毛利建築設計事務所 

6 山本晋一 建築設計 1/設備計画 ㈱毛利建築設計事務所 

7 松宮かおる 建築設計 2/施工計画 ㈱毛利建築設計事務所 

8 一番ケ瀬佳昭 調達計画/積算 ㈱毛利建築設計事務所 

9 田中真紀 
教育計画/機材計画/環

境・社会状況調査 

㈱毛利建築設計事務所 

 氏名 担当業務 所属 

1 山田理 総括 JICA資金協力支援部国際協力専門員 

2 田口晋平 協力企画 JICA人間開発部基礎教育第二課 

3 杉浦晃 業務主任/建築計画 ㈱毛利建築設計事務所 

4 設楽知弘 副業務主任 ㈱毛利建築設計事務所 

5 松宮かおる 建築設計 2/施工計画 ㈱毛利建築設計事務所 



資料 2 調査行程 

 

(1) 現地調査Ⅰ 

 

 

 

  

a b c d e f

総括、協力企画 業務主任/建築計画 副業務主任 建築設計1/設備計画 建築設計2/施工計画 調達計画/積算
教育計画／機材計画／環

境・社会状況調査

山田理/田口晋平 杉浦　晃 設楽　知弘 山本　晋一 松宮　かおる 一番ヶ瀬　佳昭 田中 真紀

12日間 25日間 28日間 30日間 41日間 35日間 28日間

3月28日 月 成田→ 成田→ 成田→

3月29日 火 →ドバイ→アジスアベバ →ドバイ→アジスアベバ →ドバイ→アジスアベバ

3月30日 水 JICA事務所表敬・協議 JICA事務所表敬・協議 JICA事務所表敬・協議 JICA事務所表敬・協議

3月31日 木

アジスアベバ→メケレ、
ティグライ州教育局表敬、
ティグライ州財務経済開
発局表敬

アジスアベバ→メケレ、ティ
グライ州教育局表敬、ティ
グライ州財務経済開発局表
敬

アジスアベバ→メケレ、ティ
グライ州教育局表敬、ティ
グライ州財務経済開発局表
敬

アジスアベバ→メケレ、ティ
グライ州教育局表敬、ティ
グライ州財務経済開発局表
敬

4月1日 金 サイト視察 1,2,3 サイト視察 1,2,3 サイト視察 1,2,3 サイト視察 1,2,3
4月2日 土 ティグライ州教育局協議 ティグライ州教育局協議 ティグライ州教育局協議 ティグライ州教育局協議
4月3日 日 資料整理・団内会議 資料整理・団内会議 資料整理・団内会議 資料整理・団内会議

4月4日 月
ティグライ州教育局協議、
メケレ市内既存校視察

ティグライ州教育局協議、メ
ケレ市内既存校視察

ティグライ州教育局協議、メ
ケレ市内既存校視察

ティグライ州教育局協議、メ
ケレ市内既存校視察

4月5日 火
ティグライ州教育局ミニッ
ツ協議・署名、メケレ→ア
ジスアベバ

ティグライ州教育局ミニッツ
協議・署名、ティグライ州教
育局との打合せ

ティグライ州教育局ミニッツ
協議・署名、ティグライ州教
育局との打合せ

ティグライ州教育局ミニッツ
協議・署名、ティグライ州教
育局との打合せ

4月6日 水 ＪＩＣＡ・大使館報告等 サイト視察 7,12 サイト視察 7,12 サイト視察 7,12

4月7日 木 サイト視察 5,8,13 サイト視察 5,8,13 サイト視察 5,8,13

4月8日 金 サイト視察 4,6,11 サイト視察 4,6,11 サイト視察 4,6,11
4月9日 土 団内会議 団内会議 団内会議
4月10日 日 資料整理 成田→ 資料整理 資料整理 成田→ 成田→
4月11日 月 サイト調査 10 →ドバイ→アジスアベバ サイト調査 10 サイト調査 10 →ドバイ→アジスアベバ →ドバイ→アジスアベバ
4月12日 火 サイト調査 9 業者・コンサル訪問 サイト調査 9 サイト調査 9 業者・コンサル訪問 アジスアベバ→メケレ

4月13日 水
教育・既存校調査 7,サイト
調査12

アジスアベバ→メケレ サイト調査 7,12 教育・既存校調査 7 アジスアベバ→メケレ 教育・既存校調査 7

4月14日 木
ティグライ州教育局表敬・
既存校視察

ティグライ州教育局表敬・
既存校視察

ティグライ州教育局表敬・
サイト調査 3

ティグライ州教育局表敬・
資料整理

ティグライ州教育局表敬・
既存校視察

ティグライ州教育局表敬・
教育調査 3

4月15日 金 建築・施工関連調査 建築・施工関連調査 サイト調査 8,13 教育・既存校調査 8 建築・施工関連調査 教育・既存校調査 8
4月16日 土 団内会議 団内会議 団内会議 団内会議 団内会議 団内会議
4月17日 日 資料整理 資料整理 資料整理 資料整理 資料整理 資料整理
4月18日 月 建築・施工関連調査 建築・施工関連調査 サイト調査 4,6 教育・既存校調査 9 積算・調達関連調査 教育・既存校調査 9

4月19日 火 メケレ→アジスアベバ
建築・施工関連調査、サイ
ト視察3

サイト調査 11,5 教育・既存校調査 12,10
積算・調達関連調査、サイ
ト視察3

教育・既存校調査 12,10

4月20日 水
JICA報告、アジスアベバ→
ドバイ

建築・施工関連調査 サイト調査 1,2 サイト調査 1,2 積算・調達関連調査 教育調査 1,13

4月21日 木 ドバイ→成田 サイト視察 7,12,10 サイト調査情報整理 サイト調査情報整理 サイト視察 7,12,10 教育調査 2,4,6
4月22日 金 サイト視察 1,13,8,5 建築・施工関連調査 建築・施工関連調査 サイト視察 1,13,8,5 教育調査 11,5
4月23日 土 団内会議 団内会議 団内会議 団内会議 団内会議
4月24日 日 サイト視察 11,9,6,4 サイト調査情報整理 サイト調査情報整理 サイト視察 11,9,6,4 サイト視察 11,9,6,4
4月25日 月 サイト調査情報整理 アジスアベバ→ドバイ 同上 積算・調達関連調査 教育計画関連調査

4月26日 火 テクニカルノート案 ドバイ→成田 同上 同上 同上

4月27日 水
ティグライ州教育局報告・テ
クニカルノート協議、サイト
視察2

ティグライ州教育局報告・テ
クニカルノート協議、サイト
視察2

テクニカルノート協議、積
算・調達関連調査、サイト
視察2

ティグライ州教育局報告・テ
クニカルノート協議、教育・
既存校調査 3

4月28日 木
テクニカルノート協議、建
築・施工関連調査

テクニカルノート協議、建
築・施工関連調査

テクニカルノート協議、積
算・調達関連調査

テクニカルノート協議・教育
計画関連調査

4月29日 金 テクニカルノート協議・署名 テクニカルノート協議・署名 テクニカルノート協議・署名 テクニカルノート協議・署名
4月30日 土 団内会議 団内会議 団内会議 団内会議
5月1日 日 ラリベラ→アジスアベバ ラリベラ→アジスアベバ ラリベラ→アジスアベバ 資料整理
5月2日 月 建築・施工関連調査 建築・施工関連調査 積算・調達関連調査 教育計画関連調査
5月3日 火 同上 同上 同上 メケレ→アジスアベバ
5月4日 水 同上 同上 同上 教育計画関連調査
5月5日 木 同上 同上 同上 同上

5月6日 金
JICA事務所報告、アジスア
ベバ→ドバイ

JICA事務所報告、アジスア
ベバ→ドバイ

JICA事務所報告
JICA事務所報告、アジスア
ベバ→ドバイ

5月7日 土 ドバイ→成田 ドバイ→成田 積算・調達関連調査 ドバイ→羽田
5月8日 日 資料整理
5月9日 月 積算・調達関連調査
5月10日 火 同上
5月11日 水 同上
5月12日 木 同上
5月13日 金 アジスアベバ→ドバイ
5月14日 土 ドバイ→成田

日付

官団員
コンサルタント団員



(2) 現地調査Ⅱ 

 

 

 

  

a b c

総括 協力企画 業務主任/建築計画 副業務主任 建築設計2/施工計画

山田理 田口晋平 杉浦　晃 設楽　知弘 松宮　かおる

8日間 8日間 12日間 13日間 12日間

11月13日 日

11月14日 月

11月15日 火

11月16日 水

11月17日 木

11月18日 金

11月19日 土 →東京 →カイロ

11月20日 日

11月21日 月

11月22日 火

11月23日 水
メケレ→アジスアベバ
JICA事務所報告

11月24日 木
団内協議
アジスアベバ→

建築・施工・調達関連調査 建築・施工・調達関連調査

11月25日 金 →東京
建築・施工・調達関連調査
アジスアベバ→

建築・施工・調達関連調査

11月26日 土 →東京 資料整理

ティグライ州教育局協議
メケレ→アジスアベバ

サイト調査7

団内協議

サイト調査2,4

サイト調査1,3

日付

JICA事務所表敬・協議、連邦財務経済開発省表敬・協議
アジスアベバ→メケレ

ティグライ州教育局協議

ティグライ州財務経済開発局表敬・協議、ティグライ州教育局ミニッツ協議・署名

東京→アジスアベバ

メケレ→アジスアベバ

JICA事務所報告、連邦財務経済開発省報告、日本
国大使館報告
アジスアベバ→

ティグライ州教育局協議

サイト調査5,8

コンサルタント団員
官団員



資料 3 面談者リスト 

 

 Federal Ministry of Education（連邦教育省） 

Mr. Abebe Garedew Pre-service Teacher Training Coordinator 

 

 Tigray National Regional State Education Bureau（TREB） 

Mr. Gebreegziabher Vice Bureau Head 

Mr. BahataW/Michael Vice Bureau Head 

Mr. WihibTsegay Audit Head 

Mr. Gebremedhin Mesfin Plan Head 

Mr .Edris Mohammed Procurement finance property head 

Mr. DagnewAytegeb Communication Head 

Mr.ZerabrukKebede Head/Core Process License and Relicense 

Ms. Dinkayehu Haile Data encoder 

Mr. Teklay G/michael Database administrator 

Mr. Atsbha Hailezgi EMIS Expert 

Mr. Seifu Anbese Human Resource Development 

Mr. Abraham Tekele Haimanot Capacity Building Case Manager 

Mr. Solomon Fsahaie Curriculum Development 

Ms. Silas Araya Curriculum Development Implementation case 

manager 

Ms. Deguyetnu Asrese Storekeeper 

 

 Tigray Development Association（ティグライ州開発協会） 

Mr. TaddeleHagos CEO 

 

 Tigray National Regional State Bureau of Plan and Finance（ティグライ州計画財務

局） 

Mr. Brhane Tsegab Bureau Head 

Mr. Hagos Weldekidan Deputy Head 

Mr. Girmay Hailu Plan and Budget Coordinator 

Mr. Hadush Gebremeskel IT Administrator 

 

 Woreda Education Office（各ワレダ教育事務所） 

Mr. Gebre Egziabher Hailemariam Deguatemben WEO/Vice Head 



Mr. Atsbaha Kilte Awlaelo WEO/Vice Head 

Mr. Kibrom Tesfay Enderta WEO/Vice head and Head of Curriculum 

Mr. Hairekiros Gebregzeobhair Enderta WEO/Head of Curriculum 

Mr. Bahre Birlao Saesie Tsaeda Enba WEO/ Vice Head and Planning 

Mr. Hailemariam Abebe Saesie Tsaeda Enba WEO/Quality of standard 

assuarance 

Mr. Bereket Amadie Weree Leke WEO/Vicehead 

Mr. Kidane Getehun Gantafeshum WEO/Head 

Mr. Hailemariam Mesfin Gantafeshum WEO/Curriculum Implementation 

Mr. Kahsay Mamo Gantafeshum WEO/Curriculum Implementation 

Mr. Mohammed Hassen Korem WEO/Head 

Mr. Moges Yirga Kahsay Korem WEO/Planning and Documentation 

Mr. Aklilu Brhan AbiyiAdi WEO/Head 

Mr. Tesfa Mariam Berhe AbiyiAdi WEO/Planner 

Mr. Habtom Meles Adigrat WEO/Head 

Mr. Fitiwi Mebrahtom AdigratWEO/Planning 

Mr. Tesfau Hafte Hintalowojerat WEO/Head 

Mr. Haftom Abraha Ahferom WEO/Head 

Mr. Gebre Kidan Amare Ahferom WEO/Vice Head 

Mr. Ukubay G/gergs Ahferom WEO/Planning 

Ms. Gerima G/giorgis Ahferom WEO/Standard quality of Education 

Mr. Yohannes Alem Maichew WEO/Head 

Mr. Mesfin Aemero MaichewWEO/Developmental Plan 

Mr. Haileslassie Hadush Tanqua Abergele WEO/Vice Head 

Mr. Mehari Weldegebriel 

Weldeyohanes 

Tanqua Abergele WEO 

 

 Tigray National Regional State Bureau of Construction, Road and Transport（ティグ

ライ州建設道路運輸局） 

Mr.Guesh Menkr Construction Regulation License and Permission 

Core Process Head 

Mr.Zelalem Ngusse Building Design and Construction Core Process 

Head 

 

 Tigray National Regional Sate Environmental Protection, Land Administration and 



Use Agency（ティグライ州環境保護土地利用管理局） 

Mr. Haileselassie Fiseha Enviromental Protection Core Process Head 

 

 



資料 4-1  討議議事録（現地調査Ｉ）

Appendix 4-1 Minutes of Discussions (Field Survey I)



























































資料 4-2  テクニカルノート（現地調査 I)

Appendix 4-2 Technical Notes (Field Survey I)





















































資料4-3 討議議事録（現地調査II)

Appendix 4-3 Minutes of Discussions (Field Survey II)
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